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区    ⾏政  参加 考 ⽅（案）に対する意⾒募集 結果について 

 

１ 概要 

本市では、平成 16（2004）年に「自治基本条例」を制定し、参加と協働による地域課題の解決に

向けた調査審議を行う区民会議を設置・運営し、誰もが生きがいが持てる市民自治を推進してきまし

た。 

平成 31（2019）年３月に「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」を策定し、これまでの

区民会議が担ってきた機能を「参加と協働による地域課題の解決」の機能と「区における行政への参

加」の機能に整理しました。 

「参加と協働による地域課題の解決」の機能については、多様な主体による市民創発型の課題解決

をめざすこととし、「区における行政への参加」の機能については、政令指定都市という大都市にお

ける都市内分権という視点と既存制度の運用における課題等を踏まえて検討してまいりました。 

この度、これまでの区民会議が担ってきた役割（機能）や成果、課題等を整理・検討し、元区民会

議委員への説明会などでいただいた御意見を踏まえ、「区における行政への参加の考え方（案）」を取

りまとめ、パブリックコメント手続及び市民説明会を実施し、市民の皆様からの御意見を募集しまし

た。 

その結果、パブリックコメント手続では 16 通 49 件の御意見・御質問を、市民説明会では 6 人 12

件の御意見・御質問をいただきましたので、御意見等の内容とそれに対する市の考え方を次のとおり

公表します。 

 

２ 意見募集の概要 

（１）パブリックコメント手続 

意見の募集期間 令和 3(2021)年 2 月 17 日(水) ～ 3 月 23 日(火)(35 日間) 

意見の提出方法 郵送、持参、ＦＡＸ、電子メール 

募集の周知方法 

  本市ホームページ 

  市政だより全市版（2 月 21 日号） 

  各区役所、支所・出張所の閲覧コーナー、各市民館・図書館（分館含

む）、かわさき情報プラザ、市民文化局区政推進課での資料閲覧 

  市民説明会の開催（計 1回） 

結果の公表方法 

  本市ホームページ 

  各区役所、支所・出張所の閲覧コーナー、各市民館・図書館（分館含

む）、かわさき情報プラザ、市民文化局区政推進課での資料閲覧 

 

（２）市民説明会 

募集の周知方法 

  本市、区ホームページ 

  市政だより全市版（2 月 21 日号） 

  各区役所のデジタルサイネージでの放映 

会場、日時、 

参加人数 

総合自治会館： 

令和 3(2021)年 3 月 13 日(土)10:00～11:00 

・当日 YouTube によるライブ配信 7 人 
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資料１



 

３ 結果の概要 

（１）パブリックコメント手続 

意見提出数（意見件数） 16 通（49 件） 

内訳 

郵送    2 通（  8 件） 

持参    1 通（  4 件） 

ＦＡＸ    3 通（  8 件） 

電子メール   10 通（ 29 件） 

 

（２）市民説明会 

意見・質問者数（意見件数）  6 人（12 件） 

 

４ 御意見の内容と対応 

パブリックコメント手続では、地域の課題解決に向けた取組、構成メンバー（参加者）の選出方法、

構成メンバー（参加者）への対価、議論すべき議題・テーマの例及びその設定方法などについての御

意見、御質問が寄せられました。 

市民説明会では、「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」との関係、試行実施の期間、

実施の方法などについての御意見、御質問をいただきました。 

本市では、これらの御意見を踏まえ、課題解決の取組について情報を共有する視点を追加するなど、

一部の御意見を反映し、「区における行政への参加の考え方」を策定します。 
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【パブリックコメント手続における御意見に対する市の考え方の区分】 

Ａ 御意見を踏まえ、「案」に反映したもの 

Ｂ 御意見の趣旨が「案」に沿ったものであり、御意見を踏まえて取組を推進するもの 

Ｃ 今後の取組を進めていく上で参考とするもの 

Ｄ 「案」に対する質問・要望の御意見であり、「案」の内容を説明・確認するもの 

Ｅ その他 

 

 

【パブリックコメント手続における御意見の件数と対応区分】 

項  目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

(1) 目的、位置付け、区民会議のあり方検討の
経過等に関すること（第１章、第２章、第
３章） 

   1  1 

(2) 検討における要点、制度運用の方向性に関

すること（第４章） 
 2 2   4 

(3) 課題解決の取組に関すること（第４章、第

５章） 
1 2 3 2 1 9 

(4) 議題・テーマの設定に関すること（第５

章） 
 2 4 1  7 

(5) 構成メンバーに関すること（第５章）  3 1 6  10 

(6) 開催回数、ICT の活用など実施方法に関す

ること（第５章） 
1 1 2 5  9 

(7) 今後の取組に関すること（第６章）    1  1 

(8) その他考え方（案）全般に関すること  2 2 3 1 8 

合  計 2 12 14 19 2 49 

※ 1 通の意見書の中に複数の御意見が含まれていた場合は、項目に合わせて分割・整理するとともに、

長文の御意見は必要に応じて要約しています。 
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５ 主な御意見・質問要旨と本市の考え方（抜粋） 

No. 主な意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

１ 

暮らしやすい地域社会を実現するため、「区

の行政」へ住民が意見を言う場を整備しようと

いう試みとするなら、過去の区民会議に於い

て、地域社会が抱える課題は大方出尽くしてい

ると思う。例えば、地域包括ケアシステムや地

域のインフラとしての公園管理運用の問題も話

し合った。これらのテーマをonebyone で区の行政

組織が個々の住民組織に持ちかけて話し合い、

その結論を実践し、阻害要因を発見し、具体策

を打つ。そのような場を作り、その成功例を他

の地域で試行する。成功を確認し、更なる悩み

や課題を発見する場とするなら住民と行政の有

意義な協働となる。即ち、住民と行政の協働の

真価は、有言実行により発揮される。成功例の

水平展開の連鎖が政策の普遍性を担保する。 

「新しい参加の場」は、参加者にとって一方通

行ではなく、対話等による共感や思いの共有によ

って、今まで考えもしなかった、思いもよらない

解を導きだすことを目指すとともに、地域課題を

「自分ごと化」して、具体的な解決策と担い手と

なる実施主体についても議論していきます。  

一方で、御意見のとおり、区における暮らしや

すい地域社会を実現するためには、「新しい参加

の場」での結果を課題解決に向けて具体的な取組

につなげるだけでなく、その取組について情報共

有していくことも大事であると考えます。 

考え方（案）において、結果を具体的な取組に

つなげる方向性を図示しておりますが、当該図に

「好事例の共有」の視点を追記しました。 

Ａ 

２ 

会議への出席、参加者は、日ごろから区の街

づくり、行政の施策について関心を持っている

方で、メンバーを固定化せず、テーマの利害関

係者を含め課題について幅広く審議を行う。但

し特段に問題意識を持っていなくても出席、オ

ブザーバー、見学も可能とする。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを決める

のではなく、議題やテーマに応じて、興味のある

方や、そのテーマに沿った活動をされている方な

どを構成メンバーとすることや、構成メンバーの

人数・任期をその都度設定できる柔軟なしくみと

しています。 

構成メンバーの選出に当たっては、誰をどのよ

うに選ぶかなど、議論や意見交換を活性化させる

ための具体的な選出方法は試行実施までに検討

し、取組を進めていきます。 

なお、「新しい参加の場」は公開となりますの

で、構成メンバーでない方も傍聴することができ

ることとしています。 

Ｂ 

３ 

検討会、委員会等、メンバーを決めて議論す

る場の参加者には、交通費程度（1000 円程度）

を支払うべきである。そのためにはメンバーの

公募、委任のプロセスが必要となることはやむ

を得ない。全くの無報酬とした場合、暇な方々

が集まり自分勝手な議論をする場になる危険性

がある。出入り自由では意味のある、責任ある

議論は難しいのでは。多少の対価を受け取るこ

とにより、参加する義務感、責任、緊張感が生

まれると考える。 

本考え方（案）では、予算の影響により開催回

数や参加者等に制限がかからないよう構成メンバ

ー（参加者）への対価（謝礼金）は、原則、支払

わないこととしていますが、一方で、学識者から

の意見が必要な場合や、無作為抽出により市民に

参加を求める場合など、必要に応じて、対価（謝

礼金）を支払うことができることとしています。 

実施手法は、様々な形式で実施することができ

る柔軟なしくみとしていることから、実施の形式

に合わせ、交通費等も含めた対価のあり方につい

て検討を進めていきます。 

Ｄ 

４ 

「新しい参加の場」は、課題を探る場、課題

解決の方向性を検討する場、実践する場など、

明確に分けて設ける。これにより市民は、実践

する場において、行政、事業者等の皆さんと詳

細を考えて、具体化できると考える。 

本考え方（案）では、「新しい参加の場」を、地域

課題の解決に向けた企画・立案、実践、評価・検

証等のどの段階に設定するか、プロセスデザイン

を明確にすることとしています。開催に当たって

は、各プロセスデザインの段階を分けて実施する

場合や、併せて実施する場合が考えられますが、

いただいた御意見を踏まえ、より分かりやすくす

るため、「課題解決の方向性や具体的な手法を検

討する場」、「具体的に行動する場」、「行動を

振り返り、次につなげる場」と追記しました。 

Ａ 
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（1） 的、位置付け、区 会議のあり 検討の経過等に関すること 

 

パブリックコメント手続における御意見の要旨と本市の考え方（全件） 

 

（1）目的、位置付け、区民会議のあり方検討の経過等に関すること（第１章、第２章、

第３章）（1件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

平成１６年に「自治基本条例」が制定され、

「区民会議」が創設。当時は川崎市は先進的な

都市と見られた。「区民会議」が十年余の変遷

を経て、ここでリニューアル見直し検討される

のもよい機会である。 

市民に存在を示す必要。政令指定都市の問題

か？通常の地方都市、県庁所在地では市長、議

員も公選され、後援会など基盤もある。（例：

山梨県甲府市人口２０万人弱、川崎市各区の人

口より少ない） 

これまでの区民会議においても、認知度の向上

が課題となっておりました。本取組についても、

市民の方に知っていただくことは重要なことと認

識しています。 

「新しい参加の場」での意見や課題解決の取組

を市ホームページで公表するなど、ＩＣＴを活用

して広く周知していくとともに、今まで以上によ

り多くの方に参加していただくことで、認知度向

上を目指して取組を進めていきます。 

Ｄ 
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（2）検討における要点、制度運用の方向性に関すること 

（2）検討における要点、制度運用の方向性に関すること（第４章）（4件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

区民会議は検討過程、結果が行政の担当部門

にとって自分たちの課題解決策とならず、区長

への提言で終わり、実施されても担当部門によ

っては自分事と捉えられず、お茶を濁した程度

で終わった（検討結果が次に発展した例がある

のも事実である。）。また課題抽出から始ま

り、すべての参加者が決まった課題に関心があ

るというわけではなかった。 

「新しい参加の場」でいただいた御意見を市・

区として受け止め、事業として進めていく場合に

は、課題解決に向けて、区役所の担当部署だけで

はなく、事業局も含めて、調整するしくみを、試

行実施までに検討していきたいと考えています。 

また、これまでの区民会議では、区民会議委員

が多様な分野や活動団体から選出され後に議題・

テーマを検討・選定していたことから、一部の委

員については関心が薄いテーマとならざるを得な

い場合もありましたので、「新しい参加の場」に

ついては、議題・テーマによって構成メンバーを

選出することができることとしています。 

Ｂ 

2 

今時の公的あるいは私的なグループにおける

プロジェクトの進め方で、最も重要なキーワー

ドは"透明性"と"全員参加"である。事の軽重、

大小を問わず多くの人達が、それを当然の事と

考えるようになっている。人々の教育や生活レ

ベルの向上あるいは平均化が生んだ権利意識と

もいえる。(経済的格差が拡大しても、一般的市

民の意識は急激には変わらない。)これらのキー

ワードは、標記の「区民会議」を進める上でも

大原則とすべき視座である。 

東京から多摩区に転居して 36 年目になるが、

地元では未だに"新参"で、都市型の住民が混在

する「郊外型のコミュニティー」に投げ込まれ

た感がある。神奈川都民と呼ばれたように、必

然的に行政との関係も必要最小限に留まってい

た。 

東日本大震災の被災地の行政機関に派遣され

たのを機に、地元にも目が向くようになった。

特に専門分野の建物の耐震性や防災に関する行

政の施策や対応等にも関わるようになった。 

今回たまたま目にした「区における行政への

参加の考え方(案)」の概要と本文から、思いつ

くままに意見書をまとめてみた。 

 「新しい参加の場」は公開とし、ICT を活用し

動画をインターネットで配信するなど、開催時間

にかかわらず傍聴できる工夫をするとともに、開

催記録を市（区）ホームページに掲載するはか、

各区で閲覧できるようにします。 

また、「新しい参加の場」は、多様な市民意見

を聴取するため、今まで以上に、より多くの市民

が参加していただくための機会の拡充を目指し、

実施形式や開催場所、時間などを工夫しながら取

組を進めます。 

 

Ｃ 

3 

都市型コミュニティの形成について、南北に

細長い川崎市は、南部の川崎区等と北部の多摩

区等では街の形態から住民構成まで、大きく異

なっている。従って各区における住民の関心や

課題も異なり、市民自治の中で「区民会議」を

設けるのは妥当といえる。川崎市の地域コミュ

ニティーは、前述のように地方型、都市型およ

び郊外型などの多様な形態が混在しているのが

特徴のひとつである。従って、ターゲットを都

市型に特化するのは実態を反映していないと考

える。町会への加入戸数の減少など、コミュニ

ティーそのものの存否が危惧される時代にふさ

わしい、多様性を包含できる街の形態が求めら

れている。 

 

本市は、歴史的な経過から南北に細長い形であ

り、人口が 150 万人を超える政令指定都市である

ため各区の状況や地域課題も様々です。 

「新しい参加の場」は、今まで以上に、より多

くの市民が関わり参加しやすい機会の拡充を図

り、多様な市民意見の聴取を可能とする柔軟なし

くみとして取組を進めていきます。 

Ｂ 
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（2）検討における要点、制度運用の方向性に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

4 

「区における行政への参加」の機能は、「ま

ちのひろば」や「ソーシャルデザインセンタ

ー」との関係性を検討することが必須の事項で

ある。この 2 つの組織の状況、実情は各区によ

って異なり、まちまちであるので、各区で具体

的な役割分担を検討し、明確に明示する必要が

ある。 

 平成 31 年３月に策定した「これからのコミュ

ニティ施策の基本的考え方」において、「まちの

ひろば」は、地域レベルのしくみとして身近な地

域の中で新たな居場所や多様なつながりを創出

し、「ソーシャルデザインセンター」は、市民創

発によって課題解決する区域レベルのしくみとし

て、地域活動の下支えや補完するしくみとしてい

ます。 

特に「ソーシャルデザインセンター」について

は、７区横並びに同じものを設けるのではなく、

各区の特性に応じて出来るところから進めていく

こととしていることから、「新しい参加の場」に

ついても、区の独自性を踏まえて、各区の実情に

応じながら、様々な手法で試行錯誤し、改善を図

りながら取組を進めます。 

Ｃ 
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（3）課題解決の取組に関すること 

（3）課題解決の取組に関すること（第４章、第５章）（9件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

区民会議は、課題を提言し、解決のための組

織も立ち上げ、現在も活動しているものがある

一方で、成果のないまま会議だけで終了した課

題も多い。結局は課題解決への道筋が不明確で

あり、実際の活動従事までのストーリーが描け

ていない。それはまちづくり協議会もソーシャ

ルデザインセンターも同じである。 

私は独自で子育て支援の協働事業を担当部署

に提案し、実現し継続しているものもある。だ

が中には政策変更で無くされたものもある。行

政のシステムに一貫性がないため、一年事業で

終わるという施策もある。 

会議をリニューアルしてもそこが解決できな

ければ現場の課題はなくならない。実行にも至

らない。地域には既に民生委員や町会自治会の

ように課題に実際に取り組んでいる組織もあ

る。社会教育施設である市民館も地域連携を模

索している。それらと有効に繋がる会議を立ち

上げ、区全体の課題、地域ごとの課題を整理し

て、現実問題としての協働による課題解決実行

計画を立て、予算をつけ実行に移すシステムを

再構築する必要がある。  

「新しい参加の場」の制度運用の方向性の基本

的な考え方の１つとして、組織間での調整機能の

適切な運用等による課題解決の取組の底上げを掲

げています。 

課題解決の取組については、市・区の事業とし

て進めていく場合、市民の皆さんと協働で取り組

む場合、市民活動団体等の地域の方々に取組を進

めていただく場合とあり、参加していただく市民

と行政側がそれぞれの役割と責任において取り組

む必要があります。 

いただいた御意見のとおり、意見交換・議論し

た結果を具体的な取組につなげることが重要だと

考えますので、今後は連携・調整のあり方につい

て検討していきます。 

Ｃ 

2 

宮前区では性年齢、居住エリア等で区民のニ

ーズは異なり、その政策課題も多様化してきて

おり、こうしたニーズにどのように対応するか

喫給の課題であろう。そのタイプは田園都市線

駅周辺とその近郊エリア、また郊外のエリアな

どと地形、人口、建物の密度でも大きく異なる

からである。H9 年区づくりプラン策定時には試

みられていたエリアである。 

 一方では行政サービス提供からは将来的に

は、現状の縦割り型からもっと横割りで、ネッ

トワークの活用、サービスの高度化、効率化が

さらに求められことは必定であろう。 

今後期待される「創発支援センター」への役

割と機能は大きく、区の職員の関与、マネージ

メントが試される。 

本市は人口 150 万人を超える政令指定都市で各

区の状況や地域課題も様々であることから、「新

しい参加の場」については、柔軟なしくみを目指

します。「ソーシャルデザインセンター」は、正

に横でつなぐ機能であり、「新しい参加の場」と

有機的な連携を図っていきます。 

Ｃ 

3 

都市型コミュニティの形成に当たって、自立

した問題意識を持った区民が日々の暮らしの中

から抱えているテーマなどについて、発言がで

きること。場合によっては仲間を募って 実践行

動にまでつながるような機会を創出できる場で

あったほしい。  

「新しい参加の場」で意見交換する地域課題

は、地域で生活している市民の実感に基づく課題

であることが重要であると考えています。 

「地域で活動している個人・団体等が把握して

いる課題」であって、市民の参加及び協働により

課題解決に向けた取組を進める必要があるものを

設定していきます。 

課題解決の方法は、市・区の事業として進めて

いく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場合、

市民活動団体等の地域の方々に取組を進めていた

だく場合とあり、参加していただく市民と行政側

がそれぞれの役割と責任において取組を進めてい

きます。 

Ｂ 
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（3）課題解決の取組に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

4 

課題解決には提案としてソフト事業、ハード

事業、システム事業などを伴う「新たなしく

み」が提案されることが期待される。 

課題解決の取組については、市・区の事業とし

て進めていく場合、市民の皆さんと協働で取り組

む場合、市民活動団体等の地域の方々に取組を進

めていただく場合とあり、参加していただく市民

と行政側がそれぞれの役割と責任において取り組

む必要があります。 

いただいた御意見のとおり、意見交換・議論し

た結果を具体的な取組につなげることが重要だと

考えますので、参加者にとって一方通行ではな

く、場の持ち方や実施形式、プログラム構成等を

工夫し、参加者の対話による市民創発を促す場と

なるよう柔軟に取組を進め、課題に対する意見に

止まらず、地域課題を「自分ごと化」して、自分

たちなら何ができるかという視点を持ちながら、

具体的な解決方法と担い手まで議論・意見交換す

ることを目指して取組を進めます。 

Ｂ 

5 

行政も担当者が代わっても課題解決実践があ

やふやにならない仕組みを確立する。 

区民の意見を吸い上げる仕組みは、現在の広

聴・会議等があり、それぞれの有効活用化を検

討する。区民の意見を吸い上げる場でなく、行

政が抱える課題を検討し、その課題解決を行政

と区民と分担し実践の場とする。 

 「新しい参加の場」でいただいた御意見を課題

解決の取組につなげていくことは、重要であると

考えております。 

課題の解決については、市・区の事業として進

めていく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場

合、市民活動団体等の地域の方々に取組を進めて

いただく場合とあり、参加していただく市民と行

政がそれぞれの役割と責任において課題の解決に

取り組む必要があります。 

市・区の事業として進めていく場合には、課題

解決に向けて、既存会議等と連携を取りながら、

区役所だけではなく、事業局も含めて、調整する

しくみ検討していきます。 

Ｃ 

6 

暮らしやすい地域社会を実現するため、「区

の行政」へ住民が意見を言う場を整備しようと

いう試みとするなら、過去の区民会議に於い

て、地域社会が抱える課題は大方出尽くしてい

ると思う。例えば、地域包括ケアシステムや地

域のインフラとしての公園管理運用の問題も話

し合った。これらのテーマを onebyone で区の行

政組織が個々の住民組織に持ちかけて話し合

い、その結論を実践し、阻害要因を発見し、具

体策を打つ。そのような場を作り、その成功例

を他の地域で試行する。成功を確認し、更なる

悩みや課題を発見する場とするなら住民と行政

の有意義な協働となる。即ち、住民と行政の協

働の真価は、有言実行により発揮される。成功

例の水平展開の連鎖が政策の普遍性を担保す

る。 

「新しい参加の場」は、区における行政に主体

的に参加し、参加者にとって一方通行ではなく、

意見交換や対話による共感や思いの共有によっ

て、今まで考えもしなかった、思いもよらない解

を導きだすことを目指すとともに、地域課題を

「自分ごと化」して、自分たちなら何ができるか

という視点を持ちながら、具体的な解決策と担い

手となる実施主体についても議論していきます。 

一方で、御意見のとおり、区における暮らしや

すい地域社会を実現するためには、「新しい参加

の場」での結果を課題解決に向けて具体的な取組

につなげるだけでなく、その取組について情報共

有していくことも大事であると考えます。 

考え方（案）において、「第５章２（12）」に

結果を具体的な取組につなげる方向性を図示して

おりますが、当該図に「好事例の共有」の視点を

追記しました。 

Ａ 

7 

区民会議の次の段階は実践の PDCA サイクルを

回すことである。今や地域が地域コミュニティ

内の潜在的課題を掘り起こし、それを行政が支

援して課題解決の活動をする。そのような場づ

くりの段階にあると思う。地域包括ケアシステ

ムの「互助」もプライバシーという壁をどう乗

課題の解決については、市・区の事業として進

めていく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場

合、市民活動団体等の地域の方々に取組を進めて

いただく場合とあり、参加していただく市民と行

政側がそれぞれの役割と責任において課題の解決

に取り組む必要があります。 

Ｄ 
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（3）課題解決の取組に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

り越えるか等々、地域ごとに阻害要因は異なる

が、乗り越えねば言葉あって実行なしに終わ

る。乗り越えられても、られなくても、それが

行政にとって具体的政策課題の発見となるだろ

うし、行政と住民の協働を発する場となり、い

きいきとした住民参加の行政を実現することと

なろう。そのような実践的場こそ求めて設定、

実行すべき「区行政の場」ではないかと思う。

そうあってこそ区民会議のリニューアルといえ

る。 

「新しい参加の場」は、地域課題の解決に向け

た企画・立案、実践、評価・検証等のどの段階に

おいても設定することができることから、これま

での取組や継続して取り組んでいる課題につい

て、意見交換する場として設定し、改善につなげ

ていくことも考えられます。 

8 

私は宮前区まちづくり協議会（以下「まち

協」）および区民会議に参加し、長年にわたり

宮前区における区民によるまちづくり活動を観

察、支援するとともに、地域課題については課

題の抽出、検討、解決にあたってきた。これら

の経験と知見に基づき「区における行政への参

加の考え方（案）」に対して意見を述べるもの

である。宮前区以外の６区に関しては、まち協

および区民会議の全区にまたがる交流会に参加

したものの、各区の実情把握には限られたもの

があり、本意見書では他区については言及しな

い。宮前区における経験と観察にのみ焦点をあ

て述べるものである。 

「国おける行政への参加の考え方（案）」

は、「区民会議のリニューアルに向けて」の副

題が示す通り、６期１２年にわたる区民会議の

検証と新たな枠組みを提示するものであり、区

民会議の延長で地域の課題解決やまちづくりを

検討するのは仕方のないことかもしれない。し

かしながら、地域の課題に取り組んできたのは

区民会議だけではない。自治会・町会、まち協

をはじめ様々な区民・民間主体の活動がある。

これらを全て包括的に捉えた上で全体として区

における地域課題の取り組みがどうであったか

見ていく必要があると思う。区民会議だけで区

民による地域課題解決の事情を判断すべきでは

ない。 

地域課題の解決に向けては、いただいた御意見

のとおり、行政だけでなく、町内会・自治会をは

じめとして、ＮＰＯ、企業、大学など様々な団体

や活動によって取り組まれていると認識していま

す。 

本考え方（案）は、こうした認識を前提に、自

治基本条例第 22条に基づく区民によって構成さ

れる会議について、これまでの制度運用における

経験や、「川崎市共に支え合う地域づくり検討委

員会」の提言、区役所に求められる機能等を整理

し、総合的に検討しています。 

Ｄ 

9 

私は宮前区まちづくり協議会（以下「まち

協」）および区民会議に参加し、長年にわたり

宮前区における区民によるまちづくり活動を観

察、支援するとともに、地域課題については課

題の抽出、検討、解決にあたってきた。これら

の経験と知見に基づき「区における行政への参

加の考え方（案）」に対して意見を述べるもの

である。宮前区以外の６区に関しては、まち協

および区民会議の全区にまたがる交流会に参加

したものの、各区の実情把握には限られたもの

があり、本意見書では他区については言及しな

い。宮前区における経験と観察にのみ焦点をあ

て述べるものである。 

宮前区では「希望のシナリオ」と呼んで、地

域に関心のある人たちを集めて交流を深め勉強

や見学などを行って新たな枠組みへの準備をし

課題の解決については、市・区の事業として進

めていく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場

合、市民活動団体等の地域の方々に取組を進めて

いただく場合とあり、参加していただく市民と行

政側がそれぞれの役割と責任において課題の解決

に取り組む必要があります。 

市・区の事業として進めていく場合には、課題

解決に向けて、予算も含めて、区役所だけではな

く、事業局も含めて、調整するしくみを、試行実

施までに構築していきたいと考えています。 

また、「まちのひろば」は、目的がなくても気

軽に集い、その方々が専門性を発揮するなど、新

しい活動に結ぶ付き、何かしらの変化が生まれ、

創発につながることで、地域の支え合いや課題解

決の場などの役割が期待されます。 

川崎市では高齢者、障害のある方、子ども、子

Ｅ 

11



（3）課題解決の取組に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

ているようだ。（私自身は最初の１～２年くら

い参加したが、この１年ほどは参加していな

い。しかし、その活動については随時区から報

告を頂いている。） 

希望のシナリオの参加者の顔ぶれを見ると、

８割くらいは私の知っている人たちである。ま

ち協の委員や OB、まち協が支援してきた/して

いる団体の人たちが多い。今後の議論の展開や

方向性が見えにくいが、これまでのところ各参

加者の活動紹介など交流の場としては機能して

いるものの地域課題というテーマには踏み込ん

でいないと思う。 

宮前区は市民団体がとても多い区である。市

民館やアリーノなどの施設に登録している団体

だけでも３００を超えている。しかし、その多

くは趣味系である。つまり、自分たちの楽しみ

のための活動である。そして、宮前には出会い

の場はたくさんある。誰でも気軽に集える場を

「まちのひろば」と呼ぶなら既にある。しか

し、それらは人との交わり、あるいは自己実現

を手助けする手段かもしれないが、“地域課

題”へのアプローチの場とは違う気がする。人

と知り合い繋がりができることで、広義には、

まちづくりと言えるが、そうした活動に含まれ

ない落ちこぼれたテーマを誰がどうカバーして

いくのかは考えねばならないことだと思う。 

もし理想とするまちが、誰もが住みやすいま

ちであるならば、社会の負の部分に目を向ける

必要がある。地域には、生活保護受給者、障が

い者、シングルマザー（ファーザー）、虐待児

童、独居老人、ひきこもり、不登校といった人

たちがいる。そうした人たちに援助の手をさし

のべることは必ずしも“楽しい”活動でないか

もしれない。言わば福祉に関わる部分であり、

それは行政や社協が行ってきたサービスであ

る。それらを果たして市民が担えるのか、担っ

てくれるのか？ 

予算不足、職員削減の中で、行政は「自助・

共助・公助」では足らないと見たのか、「互

助」という言葉を創りだした。最近では「ご近

助」という言葉も耳にする。要するに、行政で

はもうできないので市民でやってくださいとい

うことなのか。そして、「ご近所」パワーで何

ができて何ができないのか、行政として整理さ

れているのか？ 

育て中の親など今はケアを必要としていない方を

含めた「全ての地域住民」を対象として、誰もが

住み慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし

続けることができる地域の実現を目指して、地域

包括ケアシステムの構築を進めています。 

地域包括ケアシステムの構築にあたっては、行

政をはじめ、事業者や町内会・自治会などの地縁

組織、地域・ボランティア団体、住民など地域内

の多様な主体による取組が重要ですので、自助、

互助、共助、公助の適切な役割分担の下、引き続

き、地域ごとの課題の把握・解決に向けて、その

地域の実情に応じた仕組みづくりによる地域マネ

ジメントを進めていきます。 
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（4）議題・テーマの設定に関すること 

（4）議題・テーマの設定に関すること（第５章）（7件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

市民の参加及び協働により課題解決に向けた

取組を進める必要があるものを「議題・テー

マ」として行政が設定することは、まさにその

通りで、これは必ず実施すべきである。まず行

政が各区毎に議題・テーマを検討し、その結果

を区民に提示、それを市民/行政で議論して最終

的な「議題・テーマ」とする方式を望む。 

「新しい参加の場」で意見交換する地域課題

は、地域で生活している市民の実感に基づく課題

であることが大変重要であると考えています。 

例えば、行政計画・方針、各事業を議題・テー

マとする場合や、議題・テーマそのものを選ぶた

めに「新しい参加の場」を設定する場合も想定さ

れます。 

「区役所が把握している課題」及び「地域で活

動している個人・団体等が把握している課題」で

あって、市民の参加及び協働により課題解決に向

けた取組を進める必要があるものを行政の責任に

おいて設定していきますので、いただいた御意見

も含め、具体的な検討を進めていきます。 

Ｂ 

2 

行政と区民が同一歩調で並行して実践を要す

る課題が増えてきている（例「ＣＯ２排出ゼロ

社会の構築」「外国人と共生地域社会構築」

「空き家の有効活用策」など）。解決する「課

題は行政が決定」する。 

3 

テーマは、原則事前に公募を行い、数が多い

場合のテーマ絞り込みは、行政が中心となり選

定基準を設け、その基準に従って参加者で決定

する。但し、検討の途中で、各テーマの深化に

当たって学識経験者などのアドバイスも受けた

軌道修正も可とする。 

「新しい参加の場」で意見交換する議題・テー

マは、行政計画・方針、各事業を議題・テーマと

する場合や、議題・テーマそのものを選ぶために

「新しい参加の場」を設定する場合も想定されま

す。 

「区役所が把握している課題」及び「地域で活

動している個人・団体等が把握している課題」で

あって、市民の参加及び協働により課題解決に向

けた取組を進める必要があるものを行政の責任に

おいて「議題・テーマ」として設定していきま

す。 

Ｄ 

4 

数十年に渡る国内外における災害の被災地で

の調査研究の経験からみると、防災分野におけ

る現在のトレンドは、「事前防災」である。特

に発災直後の避難所や応急仮設住宅等に関する

事前の計画は重要かつ有用である。 

 「新しい参加の場」で意見交換する地域課題

は、地域で生活している市民の実感に基づく課題

であることが重要であると考えています。 

議題・テーマは、「区役所が把握している課

題」及び「地域で活動している個人・団体等が把

握している課題」であって、市民の参加及び協働

により課題解決に向けた取組を進める必要がある

ものを行政が設定してまいります。いただいた御

意見を参考に、今後、各区において「新しい参加

の場」の議題・テーマを検討していきます。 

Ｃ 

5 

「新しい参加の場」で検討する取り組み課題

は、区民会議の「ふるさと麻生づくり」の課題

より、より身近なテーマを協議することで自分

ごと化が図られると考える。例えば、公園をよ

り身近に安全に利用するリニューアル方法の検

討、駅前広場のリニューアルオープン、駅前の

通勤時間帯の交通混雑の緩和などテーマであれ

ば、地域の人々が関心と責任を持って参加でき

きる。  

6 

きびしい家庭環境に生まれ育った子ども・若

者が、また同様のきびしい環境の家庭をつくっ

ていくことになる、いわゆる「再生産論」を中

心に調査等をおこない研究をおこなってきた。

また、社会心理学的観点からのアプローチで子

どもや若者の自己肯定感をいかに高めていくの

かという研究・実践にも携わってきた。 

私は 3年前に婚姻のために川崎市に転居して

きた。2015 年に発生した上村遼太くん殺害事件

の現場も近所になる。私はとくに子どもや若者

たちの教育問題に関心があり、また在日外国人

の子ども・若者の問題にも関心がある。 
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（4）議題・テーマの設定に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

以前の川崎市の区民会議制度発足のための資

料には、川崎区の特徴として、「子どもの虐待

相談件数の多さ」「若年出産の多さ」「外国人

の多さ」といったことがあげられていた。また

別資料で、川崎区が他区にくらべて自殺死亡率

が高いこと、とくに男性の自殺死亡率が高いこ

とが明らかになっていた。こうした状況は世代

をこえて継承されていく構造が川崎区の場合に

はあるとおもう。こうした構造をいかに解決し

ていくのか、そうしたことを議論し、政策を策

定し、提案するそうした場が必要だと思う。ぜ

ひ、「リニューアルされた区民会議」の中でこ

の問題を取り上げていただき、できればその場

に参加させていただきたい。 

7 

平成１６年に「自治基本条例」が制定され、

「区民会議」が創設。当時、川崎市は先進的な

都市と見られた。「区民会議」が十年余の変遷

を経て、ここでリニューアル見直しが検討され

るのもよい機会である。 

結局会議は「テーマ」「論点」が決まり切ら

なければ先に進まない。課題、論点の採択、決

定を早期に行うことが、会議の進行上必要であ

る。地元の課題を着実に発見して行く。抽象的

ではなく、具体的な実行可能性のある案件の発

見が必要である。 

（住みたい街）川崎は南北に長く、地勢や環

境も異なるが、最近のマスコミによる調査で

は、以前は１０位以内に「武蔵小杉」が入って

いたが、今回は入らず、逆に横浜２か所（西、

都築）、埼玉２（大宮・浦和）が入っている。

川崎市各地域の環境向上を目指す議論が必要で

ある。 

（住み続けたい街）東京への通勤、通学に便

利な土地として住んだ人は多い。退職後、高齢

化後、地元に住み続けさせる魅力は何か。議論

が必要。例の１つとして「文化的なものに乏し

い、北部は名所、旧蹟はあるが、美術館、博物

館、映画館などがない」との意見もある。（但

し、好事例としては、市民アカデミーの受講者

は多い）。区民会議で川崎市或いは各区の特色

や環境を向上させる議論が課題となると考え

る。 

宮前区に限れば、よく言われる点は、（地

勢、病院、商店街、進学、鷺沼再開発、文化的

施設不足、東京依存など）但し、夫々の時点で

適当な課題を選んでいただきたい。 
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（5）構成メンバーに関すること 

 

（5）構成メンバーに関すること（第５章）（10 件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

会議への出席、参加者は、日ごろから区の街

づくり、行政の施策について関心を持っている

方で、メンバーを固定化せず、テーマの利害関

係者を含め課題について幅広く審議を行う。但

し特段に問題意識を持っていなくても出席、オ

ブザーバー、見学も可能とする。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを決める

のではなく、議題やテーマに応じて、興味のある

方や、そのテーマに沿った活動をされている方な

どを構成メンバーとすることや、構成メンバーの

人数・任期をその都度設定できる柔軟なしくみと

しています。 

構成メンバーの選出に当たっては、地域団体の

代表者や推団体薦、公募をはじめ、無作為抽出な

ど議題・テーマに応じて選出します。誰をどのよ

うに選ぶかなど、実施手法に応じて、議論や意見

交換を活性化させるための具体的な選出方法は試

行実施までに検討し、取組を進めていきます。 

なお、「新しい参加の場」は公開となりますの

で、構成メンバーでない方も傍聴することができ

ることとしています。 

Ｂ 

2 

そのことに関心のある区民を募集する。募集

にあたり、その課題についての考え方、取り組

む姿勢等で選抜を前提とする。特定の団体等に

偏らないことに注意する。 

3 

質問ですが、会議の構成メンバーの選出はど

うやってされるのか？ 

構成メンバーの選出に当たっては、地域団体の

代表者や推団体薦、公募をはじめ、無作為抽出な

ど議題・テーマに応じて選出いたします。誰をど

のように選ぶかなど、実施手法に応じて、議論や

意見交換を活性化させるための具体的な選出方法

を検討し、取組を進めていきます。 

Ｄ 

4 

平成１６年に「自治基本条例」が制定され、

「区民会議」が創設。当時、川崎市は先進的な

都市と見られた。「区民会議」が十年余の変遷

を経て、ここでリニューアル見直し検討される

のもよい機会である。 

構成メンバー選出あたっては、所属団体・選

出方法などの明確性、妥当性が必要である。但

し、委員個人には、地元、当該区の知識が必要

と考える。実動２年の間に、提案から市民への

説明迄行う必要がある。 

本市は１区あたり 20 万人前後の人口を抱える

大都市であるため、各区の状況や地域課題も様々

です。 

構成メンバーの選出に当たっては、地域団体の

代表者や団体推薦、公募をはじめ、無作為抽出な

ど議題・テーマに応じて選出することとしていま

す。特に居住期間や活動期間の基準等は設けませ

んが、誰をどのように選ぶかなど、実施手法に応

じて、議論や意見交換を活性化させるための具体

的な選出方法を検討していきます。 

Ｄ 

5 

市民自治を標榜していながら区民会議の構成

メンバーは、相変わらず団体推薦、公募、区長

推薦、市議会議員、県議会議員になっている。

団体等に属さず、公募に応じていない大多数の

「個人」である一般市民は、依然として蚊帳の

外のままである。市民創発に向けて、数多くの

玉石混合の「個人」の意見を取捨選択し企画立

案、計画実施にまで反映させるには、適材の"目

利き"と新たな行政システムの構築が必要であ

る。 

これまでの区民会議は、市長の附属機関として

各区に設置し、各分野からの団体推薦・公募、区

長推薦の委員 20人以内、任期２年で組織（市議

会議員及び県議会議員は委員ではなく参与として

出席）していましたが、「新しい参加の場」は、

一律に枠組みを決めるのではなく、議題やテーマ

に応じて、興味のある方や、そのテーマに沿った

活動をされている方などを構成メンバーとするこ

とや、構成メンバーの人数・任期を設定できる柔

軟なしくみとしています。 

本市は、各区の状況や地域課題も様々であるこ

とから、構成メンバーの選出に当たっては、地域

団体の代表者や推団体薦、公募をはじめ、無作為

抽出など議題・テーマに応じて選出いたします。

誰をどのように選ぶか、実施手法に応じて、議論

や意見交換を活性化させるための具体的な選出方

法を検討していきます。 

 

 

Ｄ 
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（5）構成メンバーに関すること 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

6 

本意見書では他区については言及しません。

宮前区における経験と観察にのみ焦点をあて述

べるものである。 

「ソーシャルデザインセンター」、「まちの

ひろば」など、担い手は誰なのか？実際、何人

くらいの人材を必要と想定されているのか？区

民会議にしても、ほとんどの委員は団体推薦だ

った。役所の広報不足もあったかもしれない

が、地域課題への取り組みや市民の行政参加と

いったことに関心を持つ人は、残念ながらそれ

ほどいないのが現状である。もう一点、触れて

おきたいことは組織である。「新しい参加の

場」で議論をオープンに自由参加型で柔軟なも

のにしていくというお考えは分からなくもない

が、それでは何もまとまらないと思う。毎回異

なる人が参加されても話は進まない。やはりあ

る程度の固定メンバーで時間をかけて議論を進

めないといけないと思う。 

「新しい参加の場」は意見集約ではなく意見

交換の場と記述されている。提言も行われな

い。合意形成をせずに課題の解決がどう進めら

れるのか、私は理解に苦しむ。「新しい参加の

場」は行政が単に市民の意見をヒヤリングする

だけの場に矮小化しないか？ 

区民会議では２年間、全体会議と分科会合わ

せてもだいたい月１回の会合だった。これでは

議論が深まらなかったというのが参加者の大方

の意見だと思う。まち協の場合でも、各分科会

の会合は、だいたい月１回（活動はの除く）だ

が、ほとんどの委員は１期２年でなく、それ以

上の期間も継続されていた。固定メンバーがあ

る程度の期間継続して議論を深めることで（委

員同士の気心も分かる）成果が出てくる。 

これまでの区民会議は、市長の附属機関として

一律に定められた任期の中で、地域課題の解決に

向けた提言をしきました。 

「新しい参加の場」では、1つの解を目指す場

ではなく、他者との意見交換や対話によって、思

いを共有し、相手を認め、様々な意見があること

を理解することで、多くの意見を引き出すととも

に、今まで考えもしなかった、思いもよらない解

（新たな解）を導き出すことを目指します。 

実施に当たっては、いただいた御意見のような

固定メンバーでの方法や、その都度メンバーを選

定する場合、新たな人材が定期的に加入する場合

など、議題やテーマに応じて、多様な手法が可能

となる柔軟しくみとしています。 

構成メンバーについて、誰をどのように選ぶか

など、実施手法に応じて、議論や意見交換を活性

化させるための具体的な選出方法を検討し、取組

を進めていきます。 

Ｃ 

7 

旧区民会議の、2年任期の縛りによって扱え

る課題の規模が限定的になるという問題につい

ては、課題ごとに設置した会議ごとに年限も個

別に設定するのが良いかと思う。例えば交通不

便地域への交通インフラ等の課題は大きな企業

に協力を求めるなど規模が大きくなることが予

想されるので長期の年限で設定し、メンバーを

順繰りに入れ替えて全体の流れを把握している

メンバーは残しつつ新しいメンバーを迎え続け

るといった方法が良いかと思う。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを決める

のではなく、議題やテーマに応じて、興味のある

方や、そのテーマに沿った活動をされている方な

どを構成メンバーとすることや、構成メンバーの

人数・任期をその都度設定できる柔軟なしくみと

しています。 

一方、特定の課題の検討については、地域では

町内会・自治会や、NPO などの市民活動団体、行

政では、分野別の計画づくりなどにおいて、個別

の取組が進められています。 

「新しい参加の場」については、こうした取組と

も連携・連動するしくみとして検討しています。 

Ｂ 

8 

構成メンバーへの対価は、無償ではなく交通

費程度の還元策（ポイントなど）を設定するべ

きである。 

本考え方（案）では、予算の影響により開催回

数や参加者等に制限がかからないよう構成メンバ

ー（参加者）への対価（謝礼金）は、原則、支払

わないこととしていますが、一方で、学識者から

の意見が必要な場合や、無作為抽出により市民に

参加を求める場合など、必要に応じて、対価（謝

礼金）を支払うことができることとしています。 

Ｄ 

 

9 

検討会、委員会等、メンバーを決めて議論す

る場の参加者には、交通費程度（1000 円程度）

を支払うべきである。そのためにはメンバーの

公募、委任のプロセスが必要となることはやむ
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（5）構成メンバーに関すること 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

を得ない。全くの無報酬とした場合、暇な方々

が集まり自分勝手な議論をする場になる危険性

がある。出入り自由では意味のある、責任ある

議論は難しいのでは。多少の対価を受け取るこ

とにより、参加する義務感、責任、緊張感が生

まれると考える。 

実施手法については、様々な形式で実施するこ

とができる柔軟なしくみとしていることから、実

施の形式に合わせ、交通費等も含めた対価のあり

方について検討を進めていきます。 

10 

参加メンバーへのインセンティブをどのよう

に付与するか。会議の内容、頻度なども含め、

従来の交通費程度の会議謝礼は必要ではない

か。 
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（6）開催回数、ICT の活用など実施方法に関すること 

（6）開催回数、ICT の活用など実施方法に関すること（第５章）（9件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

宮前区区民会議に参加していた。あまりイメ

ージはできていないが、ソーシャルデザインセ

ンターや、まちのひろばの定義から、私も関わ

らせていただいている西野川の取組が既に緩や

かながらその機能を持っていると思う。そし

て、ソーシャルデザインセンターもまちのひろ

ばも共に特定の場所に集う、交流することが前

提であるため、コロナ禍に入ってなかなか見え

にくいものになっていると思う。 

「区における行政への参加の考え方（案）の

概要」の資料を拝見するに、まだ全く形が定ま

らない段階と思うで、コロナ禍の状況も踏まえ

て以下に一つの提案とさせていただく。 

緊急事態宣言の解除や、ワクチンの効果など

で緩やかになったとしても、数年は密を避けな

ければならない状況は続くことが想定できる。

また、交通不便地域、ゲリラ豪雨や猛暑など

「特定の場所に移動して交流する」という手段

が足枷になる場面が多々見られると感じてい

る。 

提案したいのは IT を使った交流の場の充実で

ある。この手の話はすでに何度も出ていると思

うが、市の情報サイトは、非常にアクセスが少

なく、認知度が低かったと記憶している。ネッ

ト上における交流の場が、盛り上がるかどうか

はユーザー側次第で、仕掛ける側で盛り上げら

れる範囲には限界があると思う。今、宮前区で

は Facebook 上の公開グループが大変盛り上がっ

ている。こうした場に、市・区のアカウントで

投稿すれば、意見は沢山くるし、その課題に興

味があり会議のメンバーになりたいと申し出る

人も少なくない。また、 そこで手を挙げる人

は、元々課題意識が強く積極的に発言したい方

なので、コアメンバーになってもらえると思

う。  ネットアクセス苦手な方のための方法との

混合が必要かとは思うが、 「インターネットが

苦手な人もいるから無理」、 「コロナだから今

月も集まれないね」と言っていても進まない。 

コロナや天災や命の危険を伴う猛暑があっても

問題なく交流できるデジタルな居場所を確保す

ることが大事かと考える。  

「新しい参加の場」には、これまで地域で活動

されている方はもちろん、地域活動の継続的な力

を育むため、若い世代や、働き盛りの世代の参加

も不可欠であると考えています。 

昨年からのコロナ禍を受け、本市でも行政サー

ビスのデジタル化などの取組を加速化させていま

す。今後、いただいた御意見の事例も参考に、多

様な意見聴取、新たな人材の参加を見据えて、積

極的に ICT を活用するなど、開催手段、時期、広

報等を工夫して取組を進めていきます。 

Ｂ 

2 

開催時期は、原則月に１回、もしくは 2 か月

に一回くらいとし、事前告知の上、開催され

る。 

「新しい参加の場」は、地域課題の解決に向け

た企画・立案、実践、評価・検証等のどの段階に

おいて設定するかによって、実施方法が異なって

きます。 

実施方法については、議題・テーマに応じて、

開催回数や ICT の活用、広報の仕方など柔軟に取

組を進めていきます。 

Ｄ 

3 

区民から「新しい参加の場」の設置要望があ

る場合は、開催主体である区役所が開催しなけ

ればならないとするなど、区民から発案して課

これまでの区民会議において、議題・テーマの

設定に時間を要したことや、設定したテーマによ

っては、参加者の関心が薄れてしまったなどの課

Ｄ 
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（6）開催回数、ICT の活用など実施方法に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

題を解決するルールを定めることを提案する。 題を踏まえ、「新しい参加の場」では、行政が議

題・テーマを設定することとしています。 

一方で、「新しい参加の場」で意見交換する地

域課題は、地域で生活している市民の実感に基づ

く課題であることが重要であると考えています。 

例えば、議題・テーマそのものを選ぶために

「新しい参加の場」を設定する場合など、区民の

実感や地域の実情を踏まえた課題・テーマの設定

に向けて取り組んでいきます。 

4 

コロナ禍で、シンポジウムや委員会等ばかり

ではなく個人的な勉強会や打合せまでが、リモ

ートでの Web 会議型が普通になっている。同

(案)では ICT を活用した「公開」を掲げている

が、旧態依然の「公開」ではなく可能な限り 

「(全員)参加」型でなければ「新しい参加の

場」は望めない。行政の予算や人員キャパある

いは技術的な要因等による制限の中でも、外せ

ない要件である。 

「新しい参加の場」は、ICT の活用など開催手

段や時期など、今まで以上に、より多くの市民の

方が関わり参加していただくとともに、参加者同

士で対話することが重要であると考えています。 

一方、市民の興味・関心は様々であることや、

自治基本条例第５条では、参加の原則とともに、

参加しないことへの配慮を規定していること等か

ら、全員参加を基本とすることは困難ですが、参

加者にとって一方通行ではなく、参加者の対話に

よる市民創発を促す場となるよう、場の持ち方や

実施形式、プログラム構成等を工夫しながら、柔

軟に取組を進めていきます。 

Ｃ 

5 

主催はその課題に取り組む行政の担当部門と

する。 

開催主催は、自治基本条例における区の役割に

基づき、区役所が主催いたします。地域課題の解

決について、市・区の事業として進めていく場合

には、区役所だけではなく、事業局も含めて、区

における総合行政の推進に関する連絡・調整機能

を適切に運用し、課題解決に向けて取組を進めい

いきます。 

Ｄ 

6 

行政は司会進行を原則とする。テーマごとに

グループを作ってもらい、そのグループごとに

副司会進行を決め、行政は調査、研究会の会議

支援サポートを行う。 

「新しい参加の場」は、今まで以上に、より多

くの市民が参加していただくための機会を拡充す

るとともに、参加者同士で対話することが重要で

あると考えています。 

「新しい参加の場」は、場をコーディネート

し、参加者にとって一方通行ではなく、共感や思

いを共有し、今まで考えもしなかった、思いもよ

らない解を導き出すこと目指すとともに、実施形

式、プログラム構成等を工夫し、参加者の対話に

よって、市民創発を促す場となるよう柔軟に取組

を進めていきます。 

Ｄ 

7 

平成１６年に「自治基本条例」が制定され、

「区民会議」が創設。当時は川崎市は先進的な

都市と見られた。「区民会議」が十年余の変遷

を経て、ここでリニューアル見直し検討される

のもよい機会である。 

区民会議は市の附属機関として各区に設置と

なっている。よって、区民会議に市からの提案

もあって良いのではないか。 

平成 18 年から実施し、６期 12 年に渡って実施

してきた、これまでの区民会議については、市長

の附属機関として各区に設置していました。 

「委員構成に偏りがあった」や「任期があり課

題解決まで見とどけられなかった」など、委員や

任期など実施形式を柔軟に変更することができな

かったことにも、これまでの制度運用における課

題の要因がありました。 

「新しい参加の場」は、附属機関として枠組み

を最初から決めるのではなく、議題やテーマに応

じて、弾力的に運用できる柔軟なしくみとして取

組を進めます。 

Ｄ 
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（6）開催回数、ICT の活用など実施方法に関すること 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

「新しい参加の場」での市から提案の御意見で

すが、行政は運営主体（主催者、事務局、コーデ

ィネーター）として位置づけておりますが、議

題・テーマに応じて、行政としての関わり方がか

わってくるものとも考えます。 

具体的な実施の仕方については、試行実施の中

で柔軟に取組を進めていきます。" 

8 

「新しい参加の場」は、課題を探る場、課題

解決の方向性を検討する場、実践する場など、

明確に分けて設ける。これにより市民は、実践

する場において、行政、事業者等の皆さんと詳

細を考えて、具体化できると考える。 

本考え方（案）では、「新しい参加の場」を、

地域課題の解決に向けた企画・立案、実践、評

価・検証等のどの段階に設定するか、プロセスデ

ザインを明確にすることとしています。開催に当

たっては、各プロセスデザインの段階を分けて実

施する場合や、併せて実施する場合が考えられま

すが、いただいた御意見を踏まえ、より分かりや

すくするため、第５章１④プロセスデザインの段

階に、「課題解決の方向性や具体的な手法を検討

する場」、「具体的に行動する場」、「行動を振

り返り、次につなげる場」と追記しました。 

Ａ 

9 

区民会議に参加しての反省・意見として、期

間内に問題解決すべきテーマを多数の中から選

択して、ひとつをグループ部会で実証し、提案

事項に決めていた。 

問題提起が多数あっても、ひとつに絞り込む

ことで、他の提案事項が無になってしまった。

今回の運用は、より多くの参加者の中で多様性

（参加者）をもって、諸々の提案を議題に事項

の複数においても対応する市民の参加型を望ん

でいる。各区で会議を開催する形式は、ケース

バイケースで小規模・大規模・中規模・混合型

を採用して、多くの市民の関心を集める会にで

きるようにする。 

「新しい参加の場」で議論・意見交換する議

題・テーマは、「地域で活動している個人・団体

等が把握している課題」であって、市民の参加及

び協働により課題解決に向けた取組を進める必要

があるものを設定していきます。 

実施方法については、議題・テーマに応じて、

開催回数や ICT の活用、広報の仕方など柔軟に取

組を進めていきます。 

  

Ｂ 
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（7）今後の取組に関すること 

 

（7）今後の取組に関すること（第６章）（1件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

今後のスケジュールについて、近年の政府や

地方行政等の施策に求められるのは、"スピード

感"である。同(案)の試行・準備に令和３、４、

５年度の三年もの時間を要する従前通りの進め

方は、"新しい参加の場"や"ICT の積極的活用"

のテーマがお題目に過ぎないように映る。ポス

トコロナ時代には、第二次世界大戦後の社会に

似た価値観や生活スタイルが大きく変化するこ

とが見込まれる。この混乱期は、前例に習う従

前の業務形態に捉われない計画・施策の立案・

実施が許される好機ともいえる。 

「新しい参加の場」の２年間の試行期間は、

様々な形式を試しながら取り組んでいく期間とし

て考えています。 

試行期間後の本格実施においても、市民の皆様

の御意見を伺いながら、より良い「参加の場」と

なるように、試行錯誤し改善しながら取組を進め

ていきます。 

Ｄ 
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（8）その他考え方（案）全般に関すること 

 

（8）その他考え方（案）全般に関すること（8件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

1 

色々と区民会議のリニューアルに向けての提

案構想はあるが、要はどのようなテーマを誰が

審議して如何に実施するかであると思う。暮ら

しやすい地域社会を実現するために「新しい参

加の場」をどのように構築するかが問題で、そ

のために区の責任者などの考え、働きが重要視

され大切であると思う。 

取り上げるテーマにしてもそれをまとめて行

くには相当な検討時間を要し、どのようにまと

め取り上げるかが問題である。 

一つの方法としてこれまでの区民会議で検討

提案された数々のテーマについて現状との比較

或いは将来に向けての検討を行うことにより、

どのようにすればよいかの手掛かりにもなり取

り組みやすくなると思う。 

絵に描いた餅にならないためにも先ず実施す

ることが大切で、区民の賛同も得易いかと思う

が ・・・。  要は立派な理屈をいくら並べても成

果に結びつかないものであれば意味がなくこの

辺を重 視しながら対応していくことがスタート

にあたり大切かと思う。取り敢えず簡単な  が

ら、区民会議リニューアルに向けての参考意見

である。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを最初か

ら決めるのではなく、議題やテーマに応じて、そ

の都度、弾力的に運用できる柔軟なしくみとして

います。 

いただいた御意見のとおり、意見交換・議論し

た結果を具体的な取組につなげることが重要だと

考えていますので、今後、２年間の試行期間中

で、様々な形式に取組んでいくとともに、本格実

施においても、市民の皆様の御意見を伺いなが

ら、より良い「参加の場」となるように、試行錯

誤し、改善を図りながら取組を進めていきます。 

Ｂ 

2 

本意見書では他区については言及しません。

宮前区における経験と観察にのみ焦点をあて述

べるものである。 

５０ページにおよぶ「考え方案」を読ませて

いただいた。これをしっかり読み込んで理解す

る市民はどのくらいいるか？しかも、文章量は

あるが、中身に乏しいと思う。私の一番の不満

は３０ページ目である。「第５章「新しい参加

の場」の基本的枠組み」の「今後の検討課題」

で５項目掲げられているが、いずれも重要なも

のである。「議題・テーマの具体的な設定方

法」、「構成メンバーの具体的な選出方法」、

「運営への参加」、「「まちのひろば」や「ソ

ーシャルデザインセンター」との具体的な連携

方法」。いずれも公正公平で民主主義的な市民

の行政参加にとって肝要なものであるが、これ

ら全てについて「検討します」ではフラストレ

ーションがたまる一方である。せめてたたき台

を示してもらえれば、市民も意見も出しやすい

と思うが。今年度から試行実施開始というスケ

ジュールなのに、いつ検討が終了するのか？ 

参考資料の中では有識者の意見で耳を傾ける

べきものもあったと思う。しかし、私見では、

有識者の意見は理想型があってそこから引き算

している感じがする。現実から出発して足し算

する発想ではない。何故そうなのかと言うと、

有識者が（日本の他の地域での調査考察の経験

はお持ちなのかもしれないが）川崎市の事情に

ついてあまり調べておられないのではないか。

本考え方（案）で、これまでの区民会議におけ

る課題やリニューアルに向けた検討経過を踏ま

え、区における行政への参加の機能を具現化し、

「新しい参加の場」のしくみを構築することを目

的に、基本的な枠組みを整理しまとめたものとな

ります。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを最初か

ら決めるのではなく、各区の実情や議題・テーマ

に応じて、その都度、弾力的に運用できる柔軟な

しくみとし、余白のある取組となります。 

今後、２年間の試行期間中で、様々な形式に取

り組んでいくとともに、本格実施においても、市

民の皆様の御意見を伺いながら、より良い「参加

の場」となるように、試行錯誤し、改善を図りな

がら取組を進めていきます。 Ｄ 
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（8）その他考え方（案）全般に関すること 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

誰が担うのか、柔軟な組織で機能するのか。 

3 

「新しい参加の場」を構築する方向性を提案

し、区役所と共に意見交換、議論する場を創出

して、議論やテーマに応じ、弾力的に運用でき

る柔軟なより多くの市民が参加できる仕組みを

基本として地域の実情を踏まえた課題を汲み取

り議題をその都度設定し、メンバーや人数、開

催する方法も固定せず、「テーマ」に応じて決

め、若い人や新たな人材の確保も掲げ、オンラ

インでの実施など積極的に ICT を活用し、参加

できる仕組みづくりを提案したい。「自分ご

と」として、課題に取り込み地域コミュニティ

における支え合う関係づくりと市民創発型の課

題解決を推進したい。特に元区民会議委員経験

者の方は、地域課題設定、提言の豊かな経験の

ある方が多いので、これからの「まちのひろ

ば」「ソーシャルデザインセンター」の人材バ

ンクプール化に寄与でき、大いなる人材となっ

て、これからの行政と市民と共に、まちづくり

にも関わっていくことも重要だと思いう。高齢

者関係と地域コミュニティ、こども関係を現在

課題としていることを調査し、審議し区民と共

に考えてもらいたい。町内会・自治会への加入

率は年々低減傾向にあり、地域自治機能の低下

が懸念されています。区民及び関連組織、行政

もそれぞれの立場で更なる対策を専門の方と対

策を講じていただきたい。 

子どもたちがのびのびと育つ社会環境、子育

て中の方の賃所の人に相談できる世代間交流、

安心して暮らせる地域の防災力の向上等を考え

て行政への参加をしたい。 

「新しい参加の場」は、ICT を活用するなど、

今まで以上に、より多くの市民が参加していただ

くための機会を拡充するとともに、議論やテーマ

に応じ、構成メンバーを選出するなど弾力的に運

用できる柔軟なしくみとし、参加者同士で対話す

ることにより市民創発を促す場を目指します。 

いただいた御意見を踏まえ、地域で生活してい

る方の実感に基づく議題・テーマを設定し、課題

の解決に向けて取組を進めていきます。 

Ｂ 

4 

本意見書では他区については言及しません。

宮前区における経験と観察にのみ焦点をあて述

べるものである。 

宮前区まち協は、その前身団体を含めると２

０年以上の歴史がある。区民会議よりかなり前

に発足している。記録を見ると、まち協ができ

た当時、区民と行政との協働に向けた熱いやり

とりを読み取ることができる。実際、地域課題

解決に向けた具体的な方策が議論され、かなり

の方策が実現され今日に至っている。 

私の私見では、区民会議がまち協の活動を狭

めたフシが感じられる。後出しでできた区民会

議が、まち協活動の大事な部分である「地域課

題への取り組み」を取り上げ、それを区民会議

の仕事としていた。その一方で、まち協は「中

間支援組織」としてまちづくり活動をおこなう

区民・団体への支援をまかされることとなっ

た。 

しかし、まち協規約に記述されているとお

り、まち協から地域課題の抽出と課題が削除さ

れたわけではありません。区民会議は課題の抽

出と解決方法を示すものの実施まで立ち入らな

平成 31 年 3 月に策定した「これからのコミュ

ニティ施策の基本的考え方」で、「希望のシナリ

オ」の実現に向けて取り組んでいます。 

まちづくり推進組織は、各区において策定され

た「区づくり白書」の理念に基づき、区民の合意

形成を図りながら行政とのパートナーシップのも

と、魅力あるまちづくりを目指すことを目的とし

て、「区民懇話会」を発展的に解消する形で、各

区に設置されました。地域の課題解決に向けた実

践的な活動を展開しつつ、区内の市民活動団体と

の交流の促進など、多くの成果を生み出してきま

した。一方で、活動の自立性の確保や担い手の高

齢化、固定化、活動の継続性の有効性を高めるよ

うなしくみのあり方など、いくつかの課題もあり

ました。 

まちづくり推進組織が果たしてきたこれまでの

役割や成果、課題等を踏まえ、区ごとの状況に応

じて、将来的なあり方について、関係者との丁寧

な対話などを通じた整理・検討を行っていきま

す。 

 

Ｅ 
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（8）その他考え方（案）全般に関すること 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

いわけであるが、まち協においては実施まで行

っている。フルスペックである。実績として

は、虎の門病院へのバス路線開設、（行政が立

ち入れない私有地の）不法ゴミの撤去、外国人

住民のための多言語による情報パックの提供、

農業の振興および緑地保護などある。また、宮

前平駅前の区役所への横断道路の視覚障がい者

のためのエスコートゾーン化などの提言もして

きた。つまり、宮前区まち協には「新しい参加

の場」の機能を、各部会/委員会およびまち協が

主催する団体交流会などという形で持ってい

る。新しいテーマの活動は委員により発議さ

れ、理事会での議論と承認を経た後に、新しい

部会として立ち上げられる。 

最近、まち協を解散させるという動きが聞こ

えてくる。今年６月は２年に一度の委員改選期

にあたり、既に関係部署より新年度においては

新規委員募集を控えるよう指導を受けている。

活動は一期２年のところ新年度１年のみの暫定

のようである。 

私の意見としては、まち協がなくなっても、

それに類似した組織が創出されるのであれば、

それもありと思う。しかし、現状では、新組織

が設立・機能するか確信が持てない。組織を壊

すのは簡単ですが、一度壊したものを作り直す

のは大変である。家にたとえると、古い家を壊

して更地にし、そこにマンションを建てるの

か、そうではなく古い家を残しリフォームで使

っていくのか？また、まち協が解散した後に主

要委員らがソーシャルデザインセンターなどで

活動していただけるか？まち協の理事・委員

は、市民団体同士のコラボや交流、討議やイベ

ントなどでファシリテーターやコーディネータ

ーの経験が豊富で、区全体の市民活動にも精通

している人が多い。これらの人たちが果たして

行政の提示する新しい枠組みに協力するかどう

か、私は分からない。むしろ、今あるまち協を

存続させて、希望のシナリオ等に関わっている

人たちも取り込み、組織を再編成するなどし

て、地域課題に取り組むほうが効果的かつ現実

的な方法ではないかと思う。 

 

 

  

 

 

 

5 

人材育成のためには市民自治についての学習

を継続していかなければ新たな世代は育たな

い。そこにもきちんと予算をつけるべきだと考

える。 

無駄な会議は必要ないし、実行に至らない組

織も必要ない。時間は待ってくれない。市民が

疲れ果てる前に、有効な予算の使い方を考えて

欲しい。 

本市では自治基本条例第４条において、市民及

び市が共に市民自治の確立を目指すこととしてい

ます。 

「新しい参加の場」では、課題に対する意見に

止まらず、地域課題を「自分ごと化」して、自分

たちなら何ができるかという視点を持ちながら、

その具体的な解決方法と担い手となる実施主体に

ついても議論し、実行につなげる取組を進めてい

きます。 

Ｄ 

6 

市民の行政エリアへの参加を求めるために、

また町内会/自治会や NPO 等地元の組織に参加す

る意識の高い市民を発掘し育成を図る方策を考

本市では、平成５（1993）年に、活力ある地域

社会の創造をめざし、高い専門性を備えた継続的

な学習の場を提供するため、市民アカデミーを開

Ｄ 
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（8）その他考え方（案）全般に関すること 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 区分 

えてはいかがか。 

1 つの方策としては、市民大学のような教

育、啓発プログラム、2 年程度のコースを企

画、開発し実施する。そこに参加した方は単な

る勉強に終わるのではなく、その成果を行政へ

の参加、市民活動に生かしていただく。エキサ

イティング、有益なプログラムをただ同然で受

講する機会をもらった、その恩返しに川崎市、

地元に少しでも貢献したいという気持ちになっ

ていただけたら大成功である。幸い多摩区に専

修大学、明治大学があるので、ここと協調し講

座を企画・開発し試行する。その結果を評価し

その後の展開を考えてはいかがか（よく行われ

ている老人大学、お年寄りの学びの場ではな

く、年齢的に若い方に地元のことを考えてもら

う場である）。 

校（現在は認定 NPO 法人が運営）しており、アカ

デミー修了生による、福祉活動、美術講座、文化

財を訪ねる会、朗読会など、学習成果を地域社会

に還元する活動が行われています。 

「新しい参加の場」には、これまで地域で活動

されている方はもちろん、地域活動の継続的な力

を育むため、若い世代や、働き盛りの世代の参加

も不可欠であると考えています。 

いただいた御意見のとおり、区内にある大学と

の連携も含め、地域の特性や｣資源を活用しなが

ら、多様な主体との連携による持続可能な暮らし

やすい地域社会の実現に向けて取組を進めていき

ます。 

7 

会議の名称は「区民会議カフェ」など、誰で

も出席できるなじみやすいイメージの名称と

し、原則誰でも自由に出入りできる場とする。 

  

「新しい参加の場」は、今まで以上に、より多

くの市民が参加していただくための機会の拡充を

目指します。そのため、「新しい参加の場」の名

称は、親しみやすさ、呼びやすさ、覚えやすさな

ど、認知度の向上や多様な参加者を集めることに

もつながることから重要だと考えています。 

今後、愛称の設定や、名称をその都度設定する

案など、具体的な取組については、試行実施まで

に検討していきます。 

Ｃ 

8 

同(案)にもあるように「区民会議」の名称に

も大時代的な不自然さを感じた。最近のカタカ

ナ語が乱立する行政の施策名よりは身近に感じ

られるが、一般の住民が自分に関係があると親

近感を抱くものではない。昨今、ネーミングの

重要性はコマーシャル等の分野に限らず、ます

ます重要になっている。 
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【参考】 市 説明会における意 ・質問 

 

【参考】 市民説明会における意見・質問（12 件） 

※ 意見交換会会場での発言を踏まえ、パブリックコメント手続と合わせて、改めて「意見・質問 

要旨」、「本市の考え方」を整理しました。 

(1) 検討における要点、制度運用の方向性に関すること（3件） 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

「ソーシャルデザインセンター」や「まちの

ひろば」も必ず入ってくるのか。 

「新しい参加の場」については、市として、「ソーシャ

ルデザインセンター」や「まちのひろば」を創出しなが

ら、コミュニティづくりを進めていく取組をしていますの

で、連携して取組を進めていきます。 

「新しい参加の場」の中で、「ソーシャルデザインセン

ター」を作っていくとか、「まちのひろば」を創出すると

いうことではなくて、地域づくりの取組の一環として、連

携をしながら取組を進めていきたいと考えています。 

2 

川崎市は今年度赤字だと思うが、それも踏ま

えて、本編Ｐ13 の「区民会議意見交換会」とい

うところに、「ソーシャルデザインセンター」

とかに関わってきた人たちが入ってきた記憶が

ある。その時に、何をこんなことをするのかと

いう感覚を持った。不必要な人が入ってきたよ

うな気がした。まとめていくのに誰かの力を借

りなければいけないのか。あの席では悲しい気

持ちになった。また、その人たちの主導になっ

てしまった。主導がどちらなのか。 

その人たちによって、「ソーシャルデザイン

センター」とか色々な外郭の人を入れて、その

線に沿っていってしまう可能性がとても高い。

そうすると、市民の意見ではなくなってしまっ

て、市政に良いような意見に持っていくような

感じがしている。何のための区民会議か、そう

いうことを感じた。 

本考え方（案）の目的は、行政の進めたいように市民の

意見を取りまとめるということではなく、地域課題の解決

に向けて、市民の皆さんの御意見をいただきながら、まち

づくりを進めていくことです。 

「新しい参加の場」は、今まで以上に、より多くの市民

が参加していただくための機会を拡充するとともに、参加

者同士で対話することが重要であると考えています。 

「新しい参加の場」は、参加者にとって一方通行ではな

く、参加者の対話による市民創発を促す場となるよう場の

持ち方や実施形式、プログラム構成等を工夫するととも

に、職員のファシリテート能力の向上及び必要に応じて第

三者としての立場のファシリテーターの配置など柔軟に取

組を進めていきます。 

3 

前回の説明会の時にも、「ソーシャルデザイ

ンセンター」が中心となってやっていくような

話だったので、皆さんが反発して、不思議だと

いう風に言っていたと思う。 

それがいきなり、この中から外されていて、

根本的には、テーマも何もかも行政が決めるの

であれば、市民の本当の考えで、これが必要だ

ということをやることではなくて、行政が何と

なく皆に考えてほしい、良いアイディアが欲し

いというのを出していって、軸も何もない。 

これをバラバラでこっちではこれをやって、

あっちではあれやってと、何にも軸がなく、そ

の時にそれの興味のある人が集まって、ちょっ

と意見を言って、それを年に３回とか４回と

か、行政の決めるサイクルがあると思う。 

それをやって、それで終わってしまって、そ

の後に実現するというのは、行政と市民のどこ

が一緒になって、それを実現していくのか。何

も見えてこない。母体もなければ、軸もない。 

その発想そのものも最初から行政でやって、

それを区長に報告する義務もないとすると、何

のための区民会議なのか。根本から発想を変え

本考え方（案）は、区における暮らしやすい地域社会を

実現するため、区における行政への参加の機能を具現化す

る「新しい参加の場」のしくみの構築を目的に進めていま

す。 

「ソーシャルデザインセンター」の位置付けについて

は、元区民会議委員への説明会における「区における行政

への参加の検討の方向性」をお示ししてから、特に変わら

ず、「新しい参加の場」と連携して取組を進めていくこと

としています。 

議題・テーマ設定について、「新しい参加の場」は、単

なる行政への要望や陳情ではなく、「区役所が把握してい

る課題」及び「地域で活動している個人・団体等が把握し

ている課題」であって、市民の参加及び協働により課題解

決に向けた取組を進める必要があるものを行政が設定し開

催することとしており、例えば、「新しい参加の場」での

議題・テーマの設定については、行政計画・方針、各事業

を議題・テーマとする場合や、議題・テーマそのものを選

ぶために「新しい参加の場」を設定する場合など、地域の

実情を踏まえた課題・テーマの設定に取り組んでいきま

す。 

今後、２年間の試行期間中で、様々な形式に取り組んで

いくとともに、本格実施においても、市民の皆様の御意見
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【参考】 市 説明会における意 ・質問 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

ないと、行政は本当に市民が必要としているこ

とや、これをやりたいとか、これが問題だとい

うのを、どこで把握しているという自信を持っ

て、テーマは行政が決めると言っているのかと

いうのが、疑問だし、実現のプロセスがこれで

は全く見えない。 

四角に座ろうが、丸く座ろうが、そんなの関

係ない。そういうものをラウンドにしたからと

いって、新しくなるわけではない。色々な方々

を参加させるというのは、賛成であるが、これ

だと只のアイディア出しで終わってしまって、

実現には程遠いと思う。 

スケジュールを見ると、令和３年度が第１回

目の試行ということで、今年と来年みたいなイ

メージか。そうだとすると、すごく早く始める

ると思った。その割には、この時点でこういう

感じで案内をされて、昨年の末には、「ソーシ

ャルデザインセンター」が中心といっていたの

に、いきなりそれが抜かされて、質問が出る

と、それは別にちゃんとやりますみたいなこと

を言って、それは市民にとって、何なのか。不

思議な感じがした。 

を伺いながら、より良い「参加の場」となるように、試行

錯誤し、改善を図りながら取組を進めていきます。 

 

(2) 課題解決の取組に関すること（1件） 
No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

これだけは「新しい参加の場」で、課題解決

の取組にするために、これとこれはやる。課題

解決するためには、言うことだけではダメであ

る。 

予算がいる、それに伴うノウハウ、参加する

方には交通費の謝礼もないということで、この

論点は、少し交通整理しても良いのではない

か。 

気持ちはわかるが、一緒に川崎市の制度を後

100 年先まで作ろうかという気概が見えてこな

い。そのためには、お金とそれに向かう人材や

予算が見えて来ないから、特に経済的な面で担

保する必要がある。 

課題の解決の取組については、市・区の事業として進め

ていく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場合、市民活

動団体等の地域の方々に取組を進めていただく場合とあ

り、参加していただく市民と行政側がそれぞれの役割と責

任において取り組む必要があります。 

本考え方（案）では、予算の影響により開催回数や参加

者等に制限がかからないよう構成メンバー（参加者）への

対価（謝礼金）は、原則、支払わないこととしています

が、学識者からの意見が必要な場合や、無作為抽出により

市民に参加を求める場合など、必要に応じて、対価（謝礼

金）を支払うことができることとしています。 

実施手法については、様々な形式で実施することができ

る柔軟なしくみとしていることから、実施の形式に合わせ

て取組について検討を進めていきます。 

 

(3) 構成メンバーに関すること（1件） 
No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

各区によって抱えている課題が違ってくると

思う。テーマ設定やこの区では、どういう枠組

みでやっていくのかというところから、区ごと

に違ってくるとなると、その段階から市民の中

で、そこに加わってみたいという市民も交え

て、枠組み作りからやっていかないと、こうい

う枠組みでやることに決まったので、運営に参

「新しい参加の場」は、単なる行政への要望や陳情で

はなく、「区役所が把握している課題」及び「地域で活動

している個人・団体等が把握している課題」であって、市

民の参加及び協働により課題解決に向けた取組を進める必

要があるものを行政が設定し開催することとしています

が、本考え方（案）の目的は、行政の進めたいように市民

の意見を取りまとめるということではなく、地域課題の解
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【参考】 市 説明会における意 ・質問 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

加してくれる人は来てくださいということを市

民に求めるのではなくて、主体的に枠組みを作

る段階から参加させてほしい。 

決に向けて、市民の皆さんの御意見をいただきながら、ま

ちづくりを進めていくことです。 

「新しい参加の場」における運営への参加は、行政の

みが担うだけでなく、市民による運営への参加という視点

も検討していきます。 

 

(4) 開催回数、ICT の活用など実施方法に関すること（3件） 
No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

「新しい参加の場」というのが、理解しがた

いが、非常にオープンで、自由参加で、柔軟で

ということで、一見良さそうに聞こえるが、こ

れではまとまりがつかない気がする。 

色々な人が意見を述べて、意見交換するのは

良いが、そこで何らかの合意というか、結論を

持たずに単に意見交換をして、ただ意見を吸い

上げるのであれば、わざわざ「新しい参加の

場」を作らなくても、普段からパブリックコメ

ントなど色々な形で行政が市民の声を聞く機会

があるので、何らかの形で、「新しい参加の

場」は、ある程度固定メンバーで、区民会議の

場合は２年間であったが、それでも足りなかっ

たのが実感である。そういう形で議論を深めて

いかないと、毎回違ったメンバーが出てきて、

前回の議論を踏まえて今日はやる、あるいは、

その日の議論を踏まえないで次回やるとなる

と、何もまとまらないと思う。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを決めるのではな

く、議題やテーマに応じて、その都度、構成メンバーの人

数・任期を設定できる柔軟なしくみとしています。 

「新しい参加の場」の実施に当たっては、構成メンバー

や任期、その実施方法など、議論や意見交換を活性化させ

るための具体的な取組は試行実施までに検討します。 

2 

年数ではなくて回数だと思う。年に３回とか

４回とかでは、決まることも決まらない。せっ

かく区民会議という日本国の中でも皆が真似し

たくなるような良い制度というのをまず自覚し

てほしい。それをリニューアルするわけだか

ら、私もメンバーとして参加させていただいた

が、「新しい参加の場」で大事なことは、資料

Ｐ10 にあるように柔軟なしくみであること、よ

り多くの人が参加できる方法、課題解決の取組

につながることで、これ以上何も言えないこと

が書いてある。 

今まで参加させてもらった経験からいうと、

より多くの人が参加できる方策というのは、メ

ンバー制の問題をどう具体的にクリアしていく

のか。テーマについては、行政が決めるのであ

れば、専門性を伴うと思う。したがって、メン

バーの一般市民の方も、専門性が要求されるこ

とは、必要ではないか。 

課題解決の取組につながるというのは、１番

大事なことで、言いっ放しで、終わってしま

う。次見たら、議事録に載ってそれで満足する

人もいるし、こんなものではないと、次世代に

残そうと思って、自分の意見を言ったのに、こ

れが区民会議かということにならないようする

ために、その担保をしてほしい。 

「新しい参加の場」は、一律に枠組みを決めるのではな

く、議題やテーマに応じて、興味のある方や、そのテーマ

に沿った活動をされている方などを構成メンバーとするこ

とや、構成メンバーの人数・任期を設定できる柔軟なしく

みとしています。 

本市は１区あたり 20 万人前後の人口を抱える大都市で

あるため、各区の状況や地域課題も様々であることから、

市民自治充実の観点から、今までの参加者はもちろんのこ

と、参加のきっかけがなかった市民、無関心層など、今ま

で以上により多くの市民に参加していただきたいと考えて

います。 

構成メンバーの選出に当たっては、地域団体の代表者や

推団体薦、公募をはじめ、無作為抽出など議題・テーマに

応じて選出します。誰をどのように選ぶか、議論や意見交

換を活性化させるための具体的な選出方法は試行実施まで

に検討します。 

「新しい参加の場」でいただいた御意見を課題解決の取

組につなげていくことは、重要であると考えております。 

課題の解決の取組については、市・区の事業として進め

ていく場合、市民の皆さんと協働で取り組む場合、市民活

動団体等の地域の方々に取組を進めていただく場合とあ

り、参加していただく市民と行政側がそれぞれの役割と責

任において取組を進めていきます。 
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【参考】 市 説明会における意 ・質問 

 

No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

3 

令和３年度が来月から始まるが、来月からの

試行実施なのに何も決まっていないという指摘

があったと思う。 

一番フラストレーションを感じたのが、本編

のＰ30 である。今後の検討課題として、５項目

あって、重要な５つのポイントが書かれている

が、これを全て検討するということでは、コメ

ントのしようがない。何かそれぞれについて、

たたき台で良いので、こんな方向はどうか、こ

のやり方はどうかというのを示していただける

と、意見をしやすい。これも全て検討というこ

とで、一体この検討はいつ終了するのか。また

それをいつ発表していただけるのか。それがで

きて来ないと令和３年度からの試行実施開始は

とても追いつかないのではないかという気がし

ている。 

本編のＰ24 に実施形式でワークショップ、ラ

ウンドミーティング、レクチャーフォームとあ

るが、宮前区には１つのケースがある。区役所

と市民館・図書館の移転、鷺沼駅前再開発問題

で、大体１年くらいかけて、相当な回数のミー

ティングを重ねたにも関わらず、何ら市民の合

意もなく、行政に押しつけられて鷺沼駅前に区

役所と市民館・図書館が移転することが決まっ

てしまったという印象がある。単一テーマで、

色々な形で 10 回やってもそんな感じなので、

相当回数を重ねていかないと実践できないと思

う。 

本考え方（案）でお示しさせていただいていることは、

区における行政への参加の機能を具現化し、「新しい参加

の場」のしくみを構築することを目的に、必要な要素を整

理しまとめたものとなります。 

「新しい参加の場」は、委員や任期など実施形式を柔軟

に変更することができなかったことにも、これまでの制度

運用における課題の要因があったことを踏まえ、一律に枠

組みを最初から決めるのではなく、議題やテーマに応じ

て、その都度、弾力的に運用できる柔軟なしくみとし、余

白のある取組となります。 

今後、２年間の試行期間中で、様々な形式に取り組んで

いくとともに、本格実施においても、市民の皆様の御意見

を伺いながら、より良い「参加の場」となるように、試行

錯誤し、改善を図りながら取組を進めていきます。 

 

(5) 今後の取組に関すること（3件） 
No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

試行期間が２年間ということであるが、少し

長いのではないか。１年くらいで良い気がする

がどうか。 

「新しい参加の場」の２年間の試行期間は、様々な形式

に取り組んでいく期間として考えています。課題解決に向

けて、市・区の事業として進めていく場合、「新しい参加

の場」の実施から、予算要求や、課題解決の取組と結果を

つなげていく形となるため、２年間の全てを「新しい参加

の場」の実施として取り組むことができるものではないと

考えています。 

試行期間後の本格実施においても、市民の皆様の御意見

を伺いながら、より良い「参加の場」となるように、試行

錯誤し改善しながら取組を進めていきます。 

2 

スケジュールを見ると、考え方の策定がされ

てから、「新しい参加の場」の試行はいつぐら

いになるのか。 

試行実施は具体的に何月から開始するかは決まっていま

せん。令和３年度中に実施したいと考えています。 

3 

試行実施を始める時に、また参加者を募るた

めの説明会を開催するのか。 

試行実施の際の説明会については、区ごとに異なってく

ると考えています。試行実施の際に、構成メンバーの選出

方法や、お知らせ等の具体的な内容については試行実施ま

でに検討していきます。 
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【参考】 市 説明会における意 ・質問 

 

 

(6) その他（1件） 
No. 意見・質問要旨 本市の考え方 

1 

この前の説明の時に、「ソーシャルデザイン

センター」を新たに作ると言っていたが、その

後、色々聞くと、「ソーシャルデザインセンタ

ー」を役所の人の天下り先のために作ると聞い

たが、そういうことであったら、やめてほし

い。 

平成 31年３月に策定した「これからのコミュニティ施

策の基本的考え方」において、「まちのひろば」は地域レ

ベルのしくみとして、身近な地域の中で、新たな居場所や

多様なつながりを創出し、「ソーシャルデザインセンタ

ー」は市民創発によって課題解決する区域レベルのしくみ

として、地域活動の下支えや補完するしくみとしており、

御指摘のように行政職員の天下り先機関ではありません。 

現在、「ソーシャルデザインセンター」が２区でスター

トしており、市民の皆さんに良いしくみだと感じてもらえ

るよう、丁寧に対話しながら取組を進めていきます。 
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新旧対照表 

「区における行政への参加の考え方」 新旧対照表 

※ パブリックコメント手続でのＡ区分を踏まえて修正した箇所を整理しました。 

本編 

頁番号 
修正後 修正前 

P.23 ④参加の場のプロセスデザイン［１段落
目］ 

「新しい参加の場」について、地域課題の解決に

向けて、企画・立案（課題解決の方向性や具体的

な手法を検討する場）、実践（具体的に行動する

場）、評価・検証（行動を振り返り、次につなげ

る場）等のどの段階に設定するかによって、意見

交換した結果をどのように「反映」していくのか

が異なります。 

④参加の場のプロセスデザイン［１段落
目］ 

「新しい参加の場」について、地域課題の
解決に向けて、企画・立案、実践、評価・検
証等のどの段階に設定するかによって、意見
交換した結果をどのように「反映」していく
のかが異なります。 

P.26 （12）実施結果の取扱い ［図］ 

 

 

 

 

（12）実施結果の取扱い ［図］ 

 

 
 
※上記以外にも、（案）策定後の時間経過に伴う時点修正など、軽微な修正をした箇所があります。 

 

 
 

 

好事例の共有 
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川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区

(第５期)
各家庭での防
災意識の啓発

(第２期)
地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活

動の推進

(第６期)
災害に強い、ﾕﾆﾊ゙ ｰ
ｻﾙなまちづくり

(第２期)
地域防災とコ
ミュニティ

(第３期)
坂道を活かし
た活力づくり

(第１期)
子どもが外遊び
を体験できる場

(第６期)
ふるさと麻
生づくり

１ 目的
・これまでの区 会議が担ってきた「区における 政への参加」の機能について、これまでの制度

運用の経験や、「川崎市共に支え合う地域づくり検討委員会」の提言、区役所に求められる機能
等を総合的に検討し、区における暮らしやすい地域社会の実現に向けて、自治基本条例第22条の
制度趣旨を踏まえて、「区における行政への参加」の機能を具現化する「新しい参加の場」のし
くみの構築を目的とする。

２ 位置付け
・これまでの区 会議に代わる「新しい参加の場」のしくみや、今後の取組に関する基本的な考え

方及び枠組みを定めるもの。

第１章 総論

第２章 ⾃治基本条例に   区⺠会議 位置付 
１ 市⺠⾃治

川崎市では、市  治を確 するため、平成16（2004）年12月に「自治基本条例」を制定し、翌
年４月に施行した。以下で、市  治と区 会議に関する内容を整理する。
（１）基本理念
・同条例４条では、自治の基本理念を明らかにし、市 と市が、共に市  治の確 を 指すこと

としている。
（２）⾃治運営の基本原則
・同条例５条で、市 、議会、市 等が共に担っていく川崎市の自治運営の基本原則として、３つ

の原則（情報共有、参加、協働）を定めている。
（３）区及 区役所 位置付  区⻑ 役割
・同条例「第２章 自治運営を担う主体の役割、責務等」、「第３節 市 等」のなかに、「第３

款 区」として、市における区及び区役所の位置付けについて規定している。
・同条例19条で、法に定める区及び区役所のあり方だけではない市における位置付けを定めている。
・同条例20条で、前条に定める区及び区役所の設置 的を達成するため、区 が果たすべき役割を定めている。
（４）区⺠会議
・同条例22条で、「参加の原則」を「区」で制度として保障するものとして、それぞれの区に、区

 によって構成される会議（通称「区 会議」）を設置することを規定している。
・区 会議は、参加及び協働による区における課題の解決を目的として調査審議し、区 及び市 

等は、その結果を尊重し、区政に相当する「区における暮らしやすい地域社会の形成」や市政へ
反映するよう努めることを定めている。

２      区⺠会議 取組
（１）位置付け
・調査審議を う市 の附属機関として各区に設置
（２）構成
・団体推薦、公募、区 推薦の委員20人以内、任期２年
・市議会議員、県議会議員は参与として出席
（５）区⺠会議 通  参加 協働   課題解決 流 

（６）主な取組課題

第３章 区⺠会議   ⽅検討 経過
１ 区役所改革の基本⽅針
・今後の区役所の果たす役割と取組の方向性を明らかにするため平成28（2016）年３月に策定した。
（１）区役所の果たすべき役割
・区役所は、これまで担ってきた行政サービスの提供に加え、市 の主体的な取組を促す役割を果

たしていくことを区役所の果たすべき役割の基本的な考え方として、３つの「めざすべき区役所
像（①市  線に った 政サービスを総合的に提供する区役所、②共に え合う地域づくりを
推進する区役所、③多様な主体の参加と協働により地域の課題解決を図る区役所） 」に基づく取
組を推進することとしている。

（２）区⺠会議   ⽅ 検討
・審議結果を受けた実践活動の 法などの課題があることから、新たな区 会議のあり について

は、より多くの市 が当事者意識を持てるよう、身近で小さな単位での実施など、地域づくりに
向けた取組との関係性を含めて検討を進める。

２ 川崎市共に支え合う地域づくり検討委員会提言
・区役所改 の基本 針を踏まえ区における市  治の観点から、「共に支え合う地域づくり」に

ついて検討し、その結果を平成29（2017）年３月に提言として取りまとめた。
提言：参加と協働による地域課題の解決の新たなしくみ
・区 会議の 的である「参加と協働による地域の課題解決」については、今後、必ずしも既存

の区 会議の枠組みを前提とせず、これまでの区 会議の成果とこの提 を踏まえて、「新たな
しくみ」を検討することが必要と考える。

提言：その他関連する制度等との関係
・「新たなしくみ」の検討にあたっては、市  治のあり 全体として視点を持ちながら、既存の市 活動

支援施策やコミュニティ施策等との役割分担や連携のあり方の整理が不可欠と思われる。

３ これからのコミュニティ施策の基本的考え⽅
市 創発による持続可能な暮らしやすい地域を実現するため、平成31（2019）年３月に策定した。

（１）市⺠創発 共有
・新たに「市 創発」という考え を共有し、市  治と多様な価値観を前提とした豊かで持続可

能な都市型コミュニティの形成を目指していく。
（２）既存施策の⽅向性
・これまでの区 会議は「参加と協働による地域の課題解決」を 的に設置され、課題解決に向け

た調査審議を行ってきた。また、調査審議結果を区 に提出し、区 はこれを区 政及び市政に
反映するよう努める「区における行政への参加」の機能も併せて担ってきた。

・「参加と協働による地域の課題解決」の機能は、市 創発による「新たなしくみ」の環境整備を
行うことにより、様々な効果が期待されることから、「新たなしくみ」に引き継がれる。「区に
おける 政への参加」の機能については、区 の多様な意 を反映する制度のあり について検
討を進める。

４ 区⺠会議意⾒交換会及      調査
・各区の区 会議委員を対象とした意 交換会及び同委員へのアンケート調査を った。
・「区や地域に興味をもつきっかけができた」など参加のしくみとしての有効性も確認された一方

で、「他の会議との重複感」、「委員構成に偏りがあった」といった課題もあげられた。
・任期２年、人数20名などを固定的に定めた区 会議条例の規定等により、指摘された課題の解決

が難しかった面もあったため、柔軟な見直しができるしくみが求められた。
５ コミュニティ施策検討有識者会議

学識者から、区における行政への参加について助言（以下は抜粋）を受けた。
制度理念：これまでの課題を改善し、万能に全ての機能を担う単一の会議体を設置することは難

しいため、単体の会議体ではなく、例えば既存の広聴等と補完しながら、全体として
新たな区 会議システムを構成するのはどうか。

課
題
の
把
握

テ
ー
マ
の
選
定

解
決
策
の
提
案

審
議
結
果

区
長
に
報
告

取
組
の
実
施

課
題
の
解
決

暮
ら
し
や
す
い

地
域
社
会
へ

（３）所掌事務
・参加と協働による解決を図るための方針及び方策
（４）これまでのあゆみ
・平成18（2006）年４月 区 会議条例施行
・平成18（2006）年 区 会議（任期２年）
・平成29（2017）年６月 区 会議休 
・令和元（2019）年６月 区 会議条例廃止

地
域
の
課
題

区    ⾏政  参加 考 ⽅ 概要  区⺠会議        向   １/３
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区    ⾏政  参加 考 ⽅ 概要  区⺠会議        向   ２/３
第４章 区    ⾏政  参加 基本的 考 ⽅

１ 検討における要点
これまでの制度運用における課題や、関連する方針、施策における取組を踏まえて、「新しい参加

の場」のしくみを構築するため、「区における行政への参加」の検討における要点を整理する。
（１）区役所に求められる機能
・自治基本条例で定められた区役所の位置付け及び区 の役割を前提として、区における課題を、

市 の参加と協働により地域で主体的に解決することを 的に、多様な意見を出し合い、議論・
意見交換できる環境を制度として保障していく必要がある。

（２）参加  市⺠ 代表性   ⽅
・参加者の意見を区 政及び市政に反映するよう努めることとする区 会議の制度趣旨から、参加

する市 の代表性が課題となる。
・参加者に代表性を求めるのではなく、「参加の場」の透明性の確保や、出された意見を多様な対

話に基づく、真摯な意見交換の結果としていくことが重要である。
・また、より多くの方の参加を得るため、これまで参加のきっかけがなかった市 への働きかけも

必要である。
（３）コミュニティ施策の推進と地域で支え合う関係づくり
・「参加と協働による地域の課題解決」の機能は、行政主導の協働スタイルを見直し、多様な主体

による「新たなしくみ」による市 創発型の課題解決を 指すこととし、「区における行政への
参加」の機能は、「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」との関係性も含めて検討
をする必要がある。

・地域における人と人との多様なつながりの機会が不足しているという意見もあるなど、地域包括
ケアシステムの構築に向けた取組や地域防災の取組等、地域で実践する課題解決の取組に向けて、
日々の暮らしや災害時において地域で支え合う「互助」の関係づくりも重要である。

（４）     制度運⽤    課題
・「委員構成に偏りがあった」などの意見があり、附属機関という枠組みで、実施形式を柔軟に変

更することができなかったことにも、これまでの制度運用における課題の要因があった。
・区 会議委員は、各分野から選出された後に、議題やテーマを選んでいたことから、決まった

テーマによっては、委員自身にとって関心が薄く「自分ごと」として感じられなかったという指
摘があった。

・意見交換にとどまらず、課題解決の取組まで議論し、その結果を区行政及び市政の反映に努める
ため、そのしくみを検討する必要がある。

２ 制度運⽤ ⽅向性
（１）⽅向性
〇 都市における市  治充実の観点から、 近な区を単位として、「新しい参加の場」を制度と

して保障・充実させるため、試行の取組と継続的な意見聴取を推進しながら、今まで以上に、よ
り多くの市 が関わり参加しやすい機会の拡充を図る。

〇「新しい参加の場」については、一律の枠組みを最初から決めるのではなく、議題やテーマに応
じて、その都度、弾力的に運用できる柔軟なしくみとする。

〇より複雑化する地域課題に対応するため、「新しい参加の場」での対話による相乗効果と区役所
と局等相互の適切な調整により、地域コミュニティにおける支え合う関係づくりと市 創発型の
課題解決を推進する。

（２）基本的な考え⽅
①市⺠⾃治の充実に向けた参加機会の拡充
・今までの参加者はもちろんのこと、参加のきっかけがなかった市 、無関 層など、より多くの方の参加を

得るため、様々な参加手法や実施方法の工夫により、参加機会の拡充を図る。
・「新しい参加の場」をより良いしくみとするため、試行の取組と継続的な意見聴取を推進する。
②多様 市⺠意⾒ 聴取 可能   柔軟    
・多様な市 意 を聴取するために、世代や地域活動への積極性など属性が異なる多くの人が参加

できるよう取り組む。
・議題やテーマに応じて、その都度、弾力的に運用できる柔軟なしくみとする。
③新た 価値 創出  市⺠創発 促 場
・「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」と「新しい参加の場」が連携することで相

乗効果を み出し、市 創発型の課題解決の取組を推進する。
・場の持ち方や実施形式、プログラム構成等を工夫することにより、参加者の対話による市 創発

を促し、今まで考えもしなかった、思いもよらない解（新たな解）を導きだすことを目指して取
り組む。

④組織間  調整機能 適切 運⽤等による課題解決の取組の底上げ
・行政以外との協働による解決や主として地域における 主的な取組による市 創発型の解決を 指すものは、

「新しい参加の場」の構成メンバーのつながりや、「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」等
との有機的な連携などにより、課題解決の取組を検討・調整する。

・行政との協働による解決や、市・区の事業として解決を目指すものについては、関係部署や既存
会議等と連携を取りながら、区における総合行政の推進に関する連絡・調整機能を適切に運用し、
行政サービスの向上・課題解決の取組の底上げを図る。

第５章 「新しい参加の場」の基本的な枠組み
１ 具体的な取組の⽅向性
「新しい参加の場」に関する具体的な取組については、以下の方向性を基本として、試行実施に向け
て検討を進めていく。
①若 世代 新  ⼈材 確保       時代 ⾒据  取組 工夫
・現在、地域で活動されている方々に加え、特に若い世代や新たな人材の参加や、ポストコロナ時

代を見据えて、新しい生活様式を踏まえた参加の場の整備や、オンラインでの実施など積極的な
ＩＣＴの活用、平日夜間や休日開催など開催手段・時期を工夫して取り組む。

②地域の実情を踏まえた議題・テーマの設定
・地域で生活している市 の実感に基づく課題であることが大変重要である一方で、「区における行政への参

加」という観点からは、 政計画等へ市 意 を反映するため市 参加による場の設定が必要なものもある。
・地域包括ケアシステムの構築に向けた取組や日々の相談業務などで「区役所が把握している課題」及

び、「地域で活動している個人・団体等が把握している課題」であって、市 の参加及び協働に
より課題解決に向けた取組を進める必要があるものを「議題・テーマ」として行政が設定する。

③場づくりのコーディネート機能
・意見が対立したり、異質で個性的な意見が出されたりする場合であっても、それぞれの意見を排

除することなく、意見交換の場をコーディネートしていかなければならない。
・行政職員のファシリテート能力の向上の取組だけでなく、必要に応じて第三者としての立場での

ファシリテーターを配置するなど、市 創発を促すため、場づくりのコーディネートに取り組む。
④参加の場のプロセスデザイン
・「新しい参加の場」について、地域課題の解決に向けた企画・立案、実践、評価・検証等のどの

段階に設定するかによって、意見交換した結果をどのように「反映」していくのかが異なる。
・地域課題を「自分ごと化」して、自分たちなら何ができるかという視点を持ちながら、具体的な

解決方法と担い手となる実施主体についても議論し、課題解決を見据えた運用を目指す。 33
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２ 開催に関するガイドライン

開催形式等は、以下の内容を基本として、試行実施までに詳細について検討を進めていく。
（１）「新しい参加の場」及び参加者の位置付け
・他の法令や制度に基づく参加機会が確保されているものを除き、区における行政への参加として、

参加と協働による区における地域課題の解決を目的に、区役所が主体となって、意見交換・議論
する場を創出する。

・附属機関とはせず、議題やテーマに応じて、弾 的に運 できる柔軟かつ、より多くの市 が参
加できるしくみとする。

・参加者は附属機関の委員ではないため、委嘱等は行わない。
（２）開催単位
・区域レベルの新たなしくみの一つとして各区で開催する。
（３）開催主体
・自治基本条例における区の役割に基づき、区役所が主催する。
（４）実施形式 例

①ラウンド・ミーティング型（小規模） ③レクチャーフォーラム・シンポジウム型（大規模）
②ワークショップ型（中規模） ④混合型

（５）意⾒集約 提言等
・附属機関ではないため、聴取した個別意見を意見交換の結果として取りまとめる。
（６）区⺠会議        向けた取組であることの明示
・名称等も 由に決めることが可能だが、区 会議のリニューアルに向けた取組であることを明示

する（明言する文言、名称、方法等は試行実施までに検討）。
（７）構成メンバー（参加者）の選出・⼈数・任期
・議題やテーマに応じて、構成メンバーや人数などを設定する。
（８）構成メンバー（参加者）の役職等
・会 等の役職は設けず、構成メンバーが対等な 場での意 交換・対話の場とする。
（９）構成メンバー（参加者）への対価
・参加者への対価（謝礼金）は原則支払わない。
・無作為抽出や有識者からの意見が必要な場合等は、必要に応じて、対価（謝礼金）を支払うことができる。
（10）公開
・「新しい参加の場」は公開とし、ＩＣＴを積極的に活用し、開催時間にかかわらず傍聴できる工

夫をする。
（11）開催記録
・記録を作成し、市（区）ホームページに掲載するほか、各区で閲覧できるようにする。
（12）実施結果の取扱い
・「新しい参加の場」での結果は、ひとつとは限らず、それぞれの結果を、市 と 政が、その役

割と責任において、課題の解決に取り組む必要がある。
・課題の解決においては、その取組を一から実施するものや、既にある取組や活動を活かしながら

進めるものもあることから、その取組の熟度に応じながら実施内容を決める必要がある。

３ 今後の検討課題
・町内会・ 治会への説明、元区 会議委員への説明会やアンケートでいただいた御意 等につい

て、この考え方に、一部を反映するとともに、今後の試行実施及び「新しい参加の場」の取組を
推進する上での検討課題とした。

（１）主 意⾒ 質問等（元区⺠会議委員説明会      ）

（２）今後の検討課題

第６章 今後のスケジュール
・令和３（2021）年度中に「新しい参加の場」の試行実施を開始し、約２年間の試行期間を設け、令

和５（2023）年度に試行実施と併せて検証作業を行い、令和６（2024）年度の本格実施を目指して
取組を進める。

・各区における試行実施の間も継続的に意見聴取を行い、本格実施後も柔軟なしくみとして、常に試行
錯誤し改善を図る。

●議題・テーマの具体的な設定方法 ●構成メンバーの具体的な選出方法
●運営への市 参加 ●具体的な課題解決に向けた調整フロー
● 「まちのひろば」 や「ソーシャルデザインセンター」との具体的な連携方法

令和６年度
（2024）
本格実施

令和５年度
（2023）

試行実施・検証作業

令和４年度
（2022）
試行実施

令和３年度
（2021）

試行実施開始

協働による解決を目指すもの

市・区の事業として市民参加によって解決を目指すもの

地域の自主的な取組による市民創発型の解決を目指すもの

課
題
の
解
決

結 果

名称 日付 場所

中原区町内会連絡協議会「役員会」 令和２年11月19日 中原区役所

橘地区町会 会議 令和２年11月26日 橘出張所

全町連役員会 令和２年12月1日 総合自治会館

川崎区連合町内会理事会 令和２年12月11日 川崎区役所

麻生区町会連合会理事会 令和２年12月11日 麻生区役所

 津地区連合町内会町会 会議 令和２年12月14日 高津区役所

多摩区町会連合会 役員会 令和２年12月18日 多摩区役所

幸区町内会連合会 令和２年12月21日 幸区役所

回数 日付

第１回【宮前区】 令和２年12月18日

第２回【幸 区】 令和2年12月21日

第３回【川崎区】 令和2年12月21日

第４回【麻生区】 令和2年12月22日

第５回【多摩区】 令和2年12月22日

第６回【高津区】 令和2年12月23日

第７回【中原区】 令和2年12月23日

＜元区 会議委員への説明会＞＜町内会・自治会への説明＞

・意見をしたものが、結果としてどう反映されるのか。
・議題やテーマは誰が決めるのか。
・誰が「新しい参加の場」に参加することになるのか。
・市 が事務局に入る必要があるのではないか。
・行政が責任を持ってやるべき。
・課題はｿー ｼｬﾙﾃ゙ ｻ゙ ｲﾝｾﾝﾀー が拾い上げるのか。
・若い人たちから率直な意見を汲み上げて、参加を促進できるしくみを期待 など
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はじめに 
 
 

川崎市では、平成 16（2004）年に「 治基本条例」を制定し、市 が地域社
会の課題を自ら解決していくことを基本理念として掲げ、 参加と協働による
地域課題の解決に向けた調査審議を う区 会議を設置・運営し、誰もが き
がいが持てる市  治を推進してきました。 

これまでの区 会議は、平成 17（2005）年度の試行を経て、平成 18（2006）
年に「区 会議条例」を制定し、附属機関として６期 12 年に渡り、各区で開
催され、活動の成果を挙げるものの課題が顕在化してきました。 

そうした中、平成 28（2016）年度に設置した「川崎市共に支え合う地域づく
り検討委員会」から、“参加と協働による地域課題の解決”の「新たなしくみ」
が必要とする提言を受け、平成 31（2019）年３月に「これからのコミュニティ
施策の基本的考え方」を策定し、これまでの区 会議が担ってきた機能を「参
加と協働による地域課題の解決」の機能と「区における行政への参加」の機能
に整理いたしました。 

「参加と協働による地域課題の解決」の機能については、多様な主体による
市 創発型の課題解決をめざすこととし、「区における行政への参加」の機能
については、政令指定都市という大都市における都市内分権という視点と既存
制度の運用における課題等を踏まえて検討してまいりました。 
 平成 31（2018）年度・令和元（2019）年度のコミュニティ施策検討有識者
会議や、令和２（2020）年 11 月に「区における行政への参加の考え方」検討
の 向性について取りまとめ、町内会・ 治会への説明、元区 会議委員への
説明会などで御意見をお伺いしたところです。  

説明会等でいただいた御意見を踏まえ、これまでの区 会議が担ってきた役
割（機能）や成果、課題等を整理・検討し、この度、「区における行政への参
加の考え方」を策定しました。 
 今後は、この考え方に基づき、より良いしくみとなるように常に試行錯誤
し、改善を図りながら取組を推進してまいります。 
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第１章 総論 
 

 目的 
これまでの区 会議が担ってきた「区における 政への参加1」の機能につい

て、これまでの制度運用における経験や、「川崎市共に支え合う地域づくり検討
委員会」の提言、区役所に求められる機能等を整理し、総合的に検討してきまし
た。 

この度、区における暮らしやすい地域社会の実現に向けて、自治基本条例第 22
条の制度趣旨を踏まえて、市 の主体的な参加による意見を区行政及び市政等
に反映するよう努めるため、「区における行政への参加」の機能を具現化する「新
しい参加の場2」のしくみを構築することを目的として、「区における行政への参
加の考え方（以下「参加の考え方」といいます。）」を策定します。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

                                           
1 「区における行政への参加」…平成 31（2019）年３月に策定した「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」

で、これまでの区 会議が担ってきた機能を「参加と協働による課題解決」の機能と「区における 政への参加」の
機能に整理しました。この「区における行政への参加」とは、自治基本条例第 22 条に基づく概念として、「市 が地
域課題の解決に向けて、意見や提案をするため、主体的に話し合いの場に加わること」を指します。 

2 「新しい参加の場」…これまでの区 会議に代わる場として、「区における行政への参加」の機能を具現化したもの
を指します。 

課
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＜これまでの区民会議＞ 

区民会議を通じた参加と協働による課題解決の流れ 

「区における行政への参加」の機能 

「参加と協働による課題解決」の機能 
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 位置付け 

「参加の考え方」は、「川崎市総合計画」や「区役所改革の基本方針」、「これ
からのコミュニティ施策の基本的考え方（以下「コミュニティ施策の考え方」と
いいます。）」などを踏まえながら、これまでの区 会議が担ってきた役割（機能）
や成果、課題等を総合的に整理・検討し、これまでの区 会議に代わる「新しい
参加の場」のしくみや、今後の取組に関する基本的な考え方及び枠組みを定める
ものです。 

自治基本条例第 22 条は、「自治運営の基本原則」の一つである「参加の原則」
を「区」で制度として保障するという枠組みであり、どのように運用していくか
ということが重要です。超高齢化社会・人口減少社会の到来や、ポストコロナ時
代を見据えた取組など急激な社会環境の変化に適切に対応しながら、地域包括
ケアシステム3の構築に向けた取組等との連携も含め、市  治の推進を図りま
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                           
3 地域包括ケアシステム…少子高齢化と相まって超高齢社会が進行する中で、住み慣れた地域で自分らしさを発揮し、

自立した日常生活を営むことができるように、生活に必要な要素が包括的に確保された体制づくりのことです。川崎
市では、高齢者や障害者、こどもに関わる施策をはじめとする保健医療福祉分野に限らず、まちづくりや教育、経済
分野などあらゆる行政施策が連携したシステム構築をめざしています。 

「成 と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現 

川崎市自治基本条例 
(第 22 条「区 会議」) 

川崎市総合計画  
誰もが きがいを持てる市  治の地域づくり 

コミュニティ施策の基本的考え方 

川崎市地域包括ケアシステム推進ビジョン 

区役所改革の基本方針 

区における行政への参加の考え方 
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第２章 ⾃治基本条例における区⺠会議の位置付け 
 

川崎市では、自治の基本理念と自治運営の基本原則を確認し、情報共有、参加
及び協働を「自治運営の基本原則」として、行政運営、区のあり方、自治に関す
る制度等の基本を定め、市  治を確 するため、平成 16（2004）年 12 月に
「自治基本条例」を議会の議決を経て制定し、翌年４月に施行しました。 
 以下で、市  治と区 会議に関する内容を整理します。 
   

 市⺠⾃治   
基本理念 

同条例第４条では、自治の基本理念を明らかにし、市 と市が、共に市  治
の確立を目指すこととしています。 

 
 
 
 
 
 
 
  
  
 

⾃治運営の基本原則 
同条例第５条では、市 、議会、市 等が共に担っていく 治運営の基本原則

として３つの原則（情報共有、参加、協働）を定めています。 
 

 
 
 
 
 
 
 

（基本理念） 
第４条 市 及び市は、次に掲げることを基本理念として市  治の確 を 指

します。 
(１) 市 は、地域社会の課題を ら解決していくことを基本として、その総意

によって市を設立し、地域社会における自治の一部を信託していること。 
(２) 市 は、その信託に基づく市政に ら主体的にかかわることにより、個 

の尊厳と 由が尊重され、市 の福祉が実現される地域社会の創造を 指すこ
と。 

(３) 市は、国及び神奈川県と対等な立場で相互協力の関係に基づいた自律的運
営を図り、自治体としての自立を確保すること。 

（自治運営の基本原則） 
第５条 市 及び市は、次に掲げる原則に基づき、 治運営を います。 
(１) 情報共有の原則 市政に関する情報を共有すること。 
(２) 参加の原則 市 の参加の下で市政が われること。 
(３) 協働の原則 暮らしやすい地域社会の実現に寄与するよう協働を行うこと。
２ 市は、参加又は協働による自治運営に当たっては、参加又は協働をしないこ

とによって、市 が特別の不利益を受けることのないようにします。 
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区及び区役所の位置付  区⻑ 役割 
○同条例「第２章 自治運営を担う主体の役割、責

務等」、「第３節 市 等」のなかに、「第３款 区」
として、市における区及び区役所の位置付けにつ
いて規定しています。 

〇同条例第 19 条では、法に定める区及び区役所の
あり方だけではない市における位置付けを定め
ています。 

〇同条例第 20 条では、前条に定める区及び区役所
の設置 的を達成するため、区 が果たすべき役
割を定めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（区及び区役所の設置） 
第 19 条 市に、本市の区域を適正な規模の区域に分けて、身近な行政サービス

を効率的、効果的かつ総合的に提供し、参加及び協働による暮らしやすい地
域社会を築くため、それぞれの区域を単位として区を設け、区役所を置きま
す。 

（区 の設置及び役割） 
第 20 条 それぞれの区役所にその として区 を置き、区 は、区役所におけ

る事務を処理します。 
２ 区 は、前条に定める区及び区役所の設置 的を達成するため、次に掲げる

役割を担います。 
(１) 区における課題を的確に把握し、参加及び協働により、その迅速な解決に

努めること。 
(２) 区における便利で快適な行政サービスを効率的、効果的かつ総合的に提供

するよう努めること。 
(３) 区における市 活動を尊重した上で、その活動に対する 援に努めるこ

と。 

自治基本条例

第1章 総則

第2章 自治運営を担う主体の役割・責務等

第1節 市 

第2節 議会

第3節 市 等

第1款 市 等

第2款 行政運営等

第3款 区

第19条 区及び区役所の設置

第20条 区 の設置及び役割

第21条 必要な組織の整備等

第22条 区 会議

第3章 自治運営の基本原則に基づく制度等

第4章 国や他の自治体との関係
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区⺠会議 

〇同条例第 22 条では、第 5 条で定めた「参加の原則」を「区」で制度として保
障するものとして、それぞれの区に、区 によって構成される会議（通称「区
 会議」）を設置することを規定しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 これまでの区⺠会議の取組 
区 会議は、平成 17（2005）年度の試行期間を経て、平成 18（2006）年に制

定した区 会議条例に基づき、これまで６期 12 年間に渡り「参加と協働による
地域課題の解決」を目的に各区において開催され、課題解決に向けた調査審議を
 うとともに、調査審議結果を区 に提出し、区 はこれを区行政及び市政に反
映するよう努めてきました。 

 
位置付け 

暮らしやすい地域社会をめざして、参加と協働により、区における地域社会の
課題の解決を図るための調査審議を う市 の附属機関として各区に設置して
いました。 

 
構成 

〇委員 
各分野から団体推薦・公募・区 推薦の委員 20 人以内、任期２年で組織され、

市 が委嘱していました。 
〇参与 

市議会議員、県議会議員は、選挙区とされる区の区 会議に参与として出席す
ることができ、話し合いの場で必要な助言を行っていました。 

 

（区 会議） 
第 22 条 それぞれの区に、区 （その区の区域内に住所を有する 、その区の

区域内で働き、若しくは学ぶ人又はその区の区域内において事業活動その他
の活動を行う人若しくは団体をいいます。）によって構成される会議（以下
「区 会議」といいます。）を設け、参加及び協働による区における課題の解
決を目的として調査審議します。 

２ 区 及び市 等は、区 会議の調査審議の結果を尊重し、その内容を区にお
ける暮らしやすい地域社会の形成及び市政に反映するよう努めます。 
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所掌事務 

区 会議では、区における地域社会の課題を把握し、参加と協働により、その
解決を図るための方針及び方策について調査審議しました。 

例えば子育て支援、身近な環境の改善、まちの活性化など、市 の皆様の地域
での活動や、日々の暮らしの中で発見した地域社会の課題について議論しなが
ら共通の理解を図り、解決の方向性や具体的な解決方法、取組の担い手などを検
討しました。 

また、提案や提言にとどまらず、課題解決の取組を実践するなど、課題解決の
機能も果たしてきました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これまでのあゆみ 
・平成 17（2005）年４月 自治基本条例施行 
・平成 17（2005）年７月 試 の区 会議を開催（各区３回） 
・平成 18（2006）年４月 区 会議条例施行   
・平成 18（2006）年   第１期区 会議（任期２年）がスタート 
・平成 20（2008）年   第２期区 会議（任期２年） 
・平成 22（2010）年   第３期区 会議（任期２年） 
・平成 24（2012）年   第４期区 会議（任期２年） 
・平成 26（2014）年   第５期区 会議（任期２年） 
・平成 28（2016）年   第６期区 会議（任期２年） 
・平成 29（2017）年６月 区 会議休   
・令 和 元（2019）年６月 区 会議条例廃止 
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区⺠会議 通  参加 協働   課題解決 流  

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題解決への取組 

区民会議 

課題の把握 
地域の状況や課題について、 

意見交換し、整理・分析します 

審議 
テーマ選定 

区民会議で調査審議する課題・テーマを選びます 

課題解決策 
の検討 

解決の方向や取組の担い手など、 
さまざまな視点から話し合います 

区長に報告 
課題の解決に向けた取組の実践をめざし、 

区民会議の審議結果をまとめ、区長に報告します 

取組の実践 
それぞれの役割と責任のもとで連携しながら、 

区民会議で提案された取組を地域で実践します 

 審議結果 

 課題の解決 
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主な取組課題 

区名 主な取組課題（○の数字は取り組んだ期を表す） 

川崎 

①区のイメージアップ 
②人づくり、世代のつながりづくり 
③高齢者が安心安全に外出できる環境整備 
④津波をはじめとする 害に対する区 の防災意識の向上 
⑤各家庭での防災意識の啓発 
⑥地域防災力の向上 など 

幸 

①地域防災活動の推進 
②地域コミュニティ活動の推進 
③地域におけるエコ・環境の推進 
④地域防災力の向上 
⑤自転車利用者の意識改善 
⑥交通安全対策の推進 など 

中原 

①地域で取り組む環境対策 
②これからのコミュニティづくりを考える 
③安全・安心のきずなづくりに向けて 
④絆を深めて支え合う防災体制づくり 
⑤地域コミュニティ、みんなでまちをきれいに 
⑥災害に強い、ユニバーサルなまちづくり など 

高津 

①子ども・子育て支援 
②地域防災とコミュニティ 
③地域でつながる新しい形のコミュニティづくり 
④地域防災の推進 
⑤マンションにおける防災対策とコミュニティづくり 
⑥自助・共助による防災力の向上 など 

宮前 

①団塊の世代による高齢者福祉のサポート 
②「冒険遊び場」を広めよう！ 
③坂道を活かした活力づくり 
④環境を活かした「人づくり」 
⑤ほっとやすらぎステーションを拡げよう 
⑥地域で気づき、福祉につなぐマインドの醸成 など 

多摩 

①子どもが外遊びを体験できるしくみづくり 
②コミュニティづくり 
③家庭でできる地球温暖化防止 
④いざという時に助け合えるしくみづくり 
⑤ 頃の住 をつなぐ取組が減災につながる 
⑥若い人に住んでもらえるまちづくり など 

麻生 

①こどもの 守り 地域のつながり「あいさつ」がはじまり  
②エコのまち麻生の推進 
③循環型のまち・生ごみリサイクル 
④安全・安心のまちづくり 
⑤ボランティアの活動促進 
⑥ふるさと  づくり 愛着と誇りの醸成  など 
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第３章 区⺠会議 あり⽅検討の経過 
 

 区役所改革の基本方針（平成 28（2016）年３⽉策定） 
10 年後の地域社会を見据えた今後の区役所の果たす役割と取組の方向性を明

らかにするため、「中 期的な区役所のあり 」について検討を進め、平成 28
（2016）年３月に「区役所改革の基本方針」を策定しました。 

 
区役所の果たすべき役割 

区役所は、身近な課題は身近なところで解決するという補完性の原則に基づ
き、地域に密着した行政機関として、これまで担ってきた行政サービスの提供に
加え、市 同 のつながりやコミュニティづくりを通じて、市 の主体的な取組
を促す役割を果たしていくことを区役所の果たすべき役割の基本的な考え方と
して、３つの「めざすべき区役所像」に基づく取組を推進することとしています。 
【めざすべき区役所像】 

①市  線に った 政サービスを総合的に提供する区役所 
②共に支え合う地域づくりを推進する区役所 
③多様な主体の参加と協働により地域の課題解決を図る区役所     
 
 

区⺠会議   ⽅ 検討 
区 会議のあり方については、自治基本条例に基づく第４期自治推進委員会

において、「調査審議結果を具体的な事業として実行していくためのしくみづく
り」や「認知度向上」、「委員の役割や任期、参与の位置付け等区 会議のしくみ
自体の整理」などが必要であると提案がなされたことを踏まえ、審議結果を受け
た実践活動の 法などの課題があることから、新たな区 会議のあり につい
ては、より多くの区 が当事者意識を持てるよう、 近で さな単位での実施な
ど、地域づくりに向けた取組との関係性を含めて検討を進めることとしていま
す。 
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 川崎市共に支え合う地域づくり検討委員会提言  
（平成 29（2017）年３⽉） 

区役所改革の基本方針を踏まえ、学識者 3 名と公募市 2 名で構成される「川
崎市共に え合う地域づくり検討委員会」を設置し、区における市  治の観点
から、区 会議等の既存組織の役割や 向性も含め、地域の課題解決・活性化に
つなげる「共に支え合う地域づくり」について検討し、その結果を平成 29（2017）
年３月に提言として取りまとめました。 

以下では、提言について区 会議に関する内容を抜粋します。 
 

提言 参加と協働による地域課題の解決の新たなしくみ 
区 会議の 的である「参加と協働による地域の課題解決」については、

今後、必ずしも既存の区 会議の枠組みを前提とせず、これまでの区 会議
の成果とこの提言を踏まえて、「新たなしくみ」を検討することが必要と考
えます。  

・「地域の課題」とは身近な目に見える、実感できる課題であり、決して普遍的・
抽象的なものではなく具体的なもののはずです。これまでの区 会議の課題
とされてきた「調査審議結果を具体的な事業として実行していくためのしく
みづくり」や「認知度向上」等についても、市     の地域課題に対する
感覚と区 会議で審議している課題とに乖離があり、市 が区 会議のこと
を「自分事」として感じられないことが原因ではないかと考えます。 

・区 会議委員は多様な分野や活動団体から選出されていますが、 部の委員に
ついては関心が薄いテーマとならざるを得ない場合もあり、こうした場合に
も委員  にとって「 分事」とはならず、区 会議で審議した課題解決策の
実践を、地域の団体(区 会議委員の出 団体であったとしても)に委ねること
も、実際の現場では極めて難しいということもあります。  

・「参加と協働による地域課題の解決」を目的とする場合、川崎市のような１
区あたり 20 万 前後の  を抱える政令指定都市では、現状の区 会議の
ように区全域ではなく、地域包括ケア推進システムの構築を踏まえながら、
小さな単位(学校区や地区社協単位など)で地域の課題解決を図ることが妥当
と考えられます。 

・実践を考えると「調査・審議」にとどまらず、無作為抽出の手法など多様な地
域の方々が参加し、建設的に話し合い、実践するところまでをしくみとして導
入することが必要と考えます。 

・区 会議の 的である「参加と協働による地域の課題解決」については、今
後、必ずしも既存の区 会議の枠組みを前提とせず、これまでの区 会議の
成果とこの提言を踏まえて、「新たなしくみ」を検討することが必要と考え
ます。 
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提言   他関連  制度等  関係 

「新たなしくみ」の検討にあたっては、市  治のあり 全体として視点
を持ちながら、既存の市 活動 援施策やコミュニティ施策等との役割分
担や連携のあり方の整理が不可欠と思われます。 

・「新たなしくみ」の検討にあたっては、市  治のあり 全体としての視点を
持ちながら、区レベルでは、まちづくり推進組織や資  援制度、市 活動
 援拠点の整備など、全市レベルでは市 活動センターや市  治財団など
といった関連する既存の市 活動 援施策やコミュニティ施策等との役割分
担や連携のあり方の整理が不可欠と思われますので、併せて提言します。 

 
 

 これからのコミュニティ施策の基本的考え方 
 （平成 31（2019）年３⽉）  

川崎市共に支え合う地域づくり検討委員会の提言を受けて、市 創発による
持続可能な暮らしやすい地域を実現するため、平成 31（2019）年３月に「コ
ミュニティ施策の考え方」を策定しました。 

以下では、希望のシナリオの実現に向けた今後のコミュニティ施策の取組に
おける「新しい参加の場」に関わる事項について抜粋します。 
 

市⺠創発 共有 
・川崎市では、自治運営の基本原則である情報共有、参加、協働に基づき、様々

な施策を展開してきました。これまでの取組を深化させ、この「コミュニティ
施策の考え方」に基づき、新たに「市 創発4」という考え方を共有し、様々
な主体が出会いつながり、多様な資源を持ち寄りながら、より複雑化する地域
課題に的確に対応し、社会の変化を促しつつ、「希望のシナリオ」を実現し、
市  治と多様な価値観を前提とした豊かで持続可能な都市型コミュニティ
の形成を目指していきます。 
 
 
 
 

                                           
4 市 創発…様々な個 や団体が出会い、それぞれの思いを共有・共感することで まれる相互作 により、これまで

にない活動や予期せぬ価値を創出していくというものです。（これからのコミュニティ施策の基本的考え方（平成 31
（2019）年 3 月策定）） 



第３章 区 会議のあり 検討の経過 

12 

既存施策の⽅向性 
・これまでの区 会議は「参加と協働による地域の課題解決」を目的に設置され、

課題解決に向けた調査審議を ってきました。また、調査審議結果を区 に提
出し、区 はこれを区行政及び市政に反映するよう努める「区における行政へ
の参加」の機能も併せて担ってきました。 

・「参加と協働による地域の課題解決」の機能は、市 創発による「新たなしく
み5」の環境整備を行うことにより、様々な効果が期待されることから、「新た
なしくみ」に引き継がれるとともに、より身近な小さな単位での活動や多くの
人の参加など、一層充実されていくものと考えられます。 

・「区における行政への参加」の機能については、区 の多様な意 を反映する
制度のあり方について、「まちのひろば6」や「ソーシャルデザインセンター7」
との関係性も含めて検討を進めます。 

・政令指定都市という大都市における都市内分権の機能という視点や既存制度
の運用における課題等を踏まえ丁寧に議論を進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                           
5 新たなしくみ…希望のシナリオの実現に向けて、地域のつながりをつくり、多様な主体による地域づくりを進めてい

くためのしくみです。（これからのコミュニティ施策の基本的考え方（平成 31（2019）年 3 月策定）） 
6 まちのひろば…目的がなくても、誰もが気軽に集える場であることと同時に、活動中の人々やこれから頑張りたいと

思っている人々のための場や、地域の人材が専門性を発揮して、新しい活動に結び付く「コトおこし」ができる場が
想定されます。（これからのコミュニティ施策の基本的考え方（平成 31（2019）年 3 月策定）） 

7 ソーシャルデザインセンター…相談、資金助成、人材育成のほか、町内会・自治会、NPO、企業等をつなぐコーディ
ネート機能、「まちのひろば」への支援などを担う区域レベルのプラットフォーム（基盤）です。（これからのコミュ
ニティ施策の基本的考え方（平成 31（2019）年 3 月策定）） 

 
ｿｰｼｬﾙ 

ﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ  
町内会 

・自治会  
市 活動 

団体  企業 

「参加と協働による地域の課題解決」の機能 
・より身近な小さな単位での活動や多くの人々の参加など一層充実していく

など 

「区における行政への参加」の機能 
・都市内分権やこれまでの課題等を踏まえて検討 

新しい参加の場（これまでの区 会議に代わる参加の場） 

区域レベルの「新たなしくみ」 
・多様な主体の連携により、市 創発によって課題解決する 

有機的な連携 
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 区⺠会議意⾒交換会及びアンケート調査  

（平成 29（2017） 30（2018）年２⽉）  
各区の区 会議委員を対象とした意 交換会及び同委員へのアンケート調査

を うなど、区 会議の成果や課題について区 会議委員からの意 を聴取し
た結果、これまでの区 会議について、区 会議委員の負担感、効果的な課題解
決に向けた実践的な展開のあり方などの課題が指摘されました。 

 
〇「地域課題を抽出することができた（色々な意見を吸い上げることができてい

る）」、「区や地域に興味をもつきっかけができた」、「提言が行政に反映されて
市  活がよくなった」という意 から、参加のしくみとしての有効性も確認
された一方で、「他の会議との重複感」、「委員構成に偏りがあった」、「他の会
議との重複感や負担感があった」、「検討テーマにあった人選が必要」、「任期２
年では課題解決まで見届けられない」、「会議の敷居が高く意見が言いづらい」、
「市 参加の仕 も変わってきている」といった意 があり、参加のしくみと
しての課題もあげられました。 

〇任期２年、人数20名などを固定的に定めた区 会議条例の規定等により、柔
軟な見直しが困難だったことから、これまで指摘された課題の解決が難しか
った面もあったため、参加のしくみの検討にあたっては、柔軟な見直しができ
るしくみが求められました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【区 会議意 交換会】 
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第６期委員
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地 域 の 課 題 の 解 決 に
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区民の 参加と協働に よる

まちづ くりを実感で きた

地 域 の 活 動 に 参 加 す る

き っ か け に な っ た

団 体 や 個 人 と の

交 流 に な っ た

区 や 地 域 に 興 味 を も つ

き っ か け が で き た

地 域 課 題 を 抽 出 す る

こ と が で き た

委員経験者

よかった、楽しかった、成果と感じたこと（「そう思う」と「ややそう思う」の合計（多い順）） 

【アンケート結果】（第 6 期委員及び委員経験者（第 1 5 期委員 、副委員 等）） 
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審議テーマに興味がなかった

回数が 多くて負担だ った

委員構 成に偏りがあ った

他の会議との重複感があった

第６期委員

4%

9%

30%

38%

41%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

審議テーマに興味がなかった

回数が 多くて負担だ った

他の会議との重複感があった

委員構 成に偏りがあ った

提 言 が 実 践 に

結 び つ か な か っ た

任期があり、課題解決まで

見 届 け ら れ な か っ た

委員経験者

よくなかった、大変だった、課題と感じたこと（「そう思う」と「ややそう思う」の合計（多い順）） 
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 コミュニティ施策検討有識者会議 
コミュニティ施策推進の進捗状況等に関し、学識経験者による市 意 の整

理や専門的知見から助言を得ることを目的に、川崎市コミュニティ施策検討有
識者会議を設置し、学識経験者３名により、「区における行政への参加」につ
いて助言（平成30（2018）年度及び令和元（2019）年度）を受けました。 

以下は、助言の抜粋となります。 
 
  〇制度理念 

・これまでの課題を改善し、万能に全ての機能を担う単一の会議体を設
置することは難しいため、単体の会議体ではなく、例えば、会議や広
聴など複数の既存機能と補完しながら、全体として新たな区 会議シ
ステムを構成するのはどうか。 

・新たな区 会議システムは、無作為抽出 式等のフォーラムなど、ア
ドホック（特定・特別の目的のために臨機応変）に行う柔らかいシス
テム（しくみ）として捉えた方がよい。 

・固い会議体等を作ると５年くらいで機能しなくなる可能性があるので
あれば、その都度、色々なものを実験していくようなものとして、新
たな区 会議システムを構築した がよい。 

・「新たな参加の場」には、市 意 が、参加の場で意 交換・議論させ
ることで精査され、新しい情報となること（情報生産機能）、その議論
をオープン（公開）にして社会の中に溢れ出させる機能（メディア機
能）が求められる。 

・区として、市 創発で起きていることに対して、どういうところが対
応できるのか考えることが大切である。 

・「新たな参加の場」での提案を区行政に反映できない場合、その理由を
しっかり説明すればよい。参加の場で聴いた意見を全てやらなければ
いけないというのは違うと思う。 
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第４章 区    ⾏政  参加 基本的 考 ⽅ 
 

 検討における要点 
これまでの制度運用における課題や、関連する方針、施策における取組を踏ま

えて、「新しい参加の場」のしくみを構築するため、「区における行政への参加」
の検討における要点を整理します。 

 
区役所に求められる機能 

〇自治基本条例では、区役所を参加及び協働による暮らしやすい地域社会を築
くための拠点として位置付け、区 に区における課題を的確に把握し、参加及
び協働により、その迅速な解決に努めるという役割を規定しています。 

〇また、市 に 近な区役所は、市 同 が え合い、課題の解決が図られる地
域づくりに向けて、地域での「顔の見える関係」や地域コミュニティの形成に
つながるきっかけづくりの取組を進めるとともに、地域課題対応事業の活用
や取組自体の工夫などにより、多様な主体の参加と協働による地域の課題解
決に取り組みます。 

〇市は、こうした区役所の位置付け及び区 の役割を前提として、区における課
題を市 の参加と協働により地域で主体的に解決することを目的に、多様な
意見を出し合い、議論・意見交換できる環境を制度として保障していく必要が
あります。 

 
参加  市⺠ 代表性のあり⽅ 

〇地域団体等の代表者や公募市 などの参加者の意 は、必ずしも市 全体の
意見を代表するものではありません。しかしながら、いただいた意見を区行政
及び市政に反映するよう努めることとする区 会議の制度趣旨から、参加す
る市 の代表性のあり が課題となります。 

〇そこで、参加者に代表性を求めるのではなく、「参加の場」の透明性の確保や、
出された意見を多様な対話に基づく、真摯な意見交換の結果としていくこと
が重要です。 

○また、より多くの方の参加を得るため、無作為抽出の手法を取り入れるなど、
これまで参加のきっかけがなかった市 への働きかけも必要です。 
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コミュニティ施策の推進と地域で支え合う関係づくり 
〇「コミュニティ施策の考え方」では、今後のコミュニティ施策の取組として、

希望のシナリオの実現に向け、新たに市 創発という考え に基づくまちづ
くりの方向性を示しました。 

〇これまでの区 会議が担ってきた「参加と協働による地域の課題解決」の機能
は、行政主導の協働スタイルを見直し、多様な主体による「新たなしくみ」に
よる市 創発型の課題解決を 指すこととし、「区における 政への参加」の
機能は、「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」との関係性も含
めて検討をする必要があります。 

○「ソーシャルデザインセンター」は、７区横並びに同じものを設けるのではな
く、出来るところから進めていくこととしています。「新しい参加の場」につ
いても、区の独自性を踏まえて、各区の実情に応じながら、様々な手法で試行
錯誤しながら取組を進めます。 

〇また、地域における人と人との多様なつながりの機会が不足しているという
意見もあります。地域包括ケアシステムの構築に向けた取組や地域防災の取
組など、地域で実践する課題解決の取組に向けて、日々の暮らしや災害時にお
いて地域で支え合う「互助」の関係づくりも重要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

地域包括ケアシステム…川崎市では、高齢者や障害者、こどもに関わる施策をは
じめとする保健医療福祉分野に限らず、まちづくりや教育、経済分野などあらゆ
る行政施策が連携したシステム構築をめざしています。 
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これまでの制度運⽤における課題  
〇「委員構成に偏りがあった」や「他の会議との重複感があった」、「任期があり

課題解決まで見届けられなかった」との意見がありました。これまでの区 会
議を附属機関という枠組みで実施していたため、委員や任期など実施形式を
柔軟に変更することができなかったことにも、これまでの制度運用における
課題の要因があります。 

〇区 会議委員は、各分野から選出された後に、議題やテーマを検討・選定して
いたことから、その決定に時間を要し、負担が増加するだけでなく、決まった
テーマによっては、委員自身にとって関心が薄く「自分ごと」として感じられ
なかったという指摘もありました。 

○また、これまでの区 会議は様々な成果を上げてきた  で、「提言が実践に
は結びつかなかった」という意見もありました。意見交換にとどまらず、課題
解決の取組まで議論し、その結果を区行政及び市政の反映に努めるため、その
しくみを検討する必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 

・課題が区 に届かない 
・課題が偏りがち（テーマが似る） 
・意見の敷居が高い 
・楽しいことを言える雰囲気でない 
・他の会議との重複感があった 
・委員構成に偏りがあった 
・回数が多くて負担だった     
・審議テーマに興味がなかった 
・任期があり課題解決まで見届けられなかった 
・提言が実践に結びつかなかった                 など 
      

 課題としての主な意見（区 会議委員へのアンケート調査・区 会議意 交換会） 
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 制度運⽤の方向性  
⽅向性 

〇 都市における市  治充実の観点から、身近な区を単位として、「新し
い参加の場」を制度として保障・充実させるため、試行の取組と継続的な
意見聴取を推進しながら、今まで以上に、より多くの市 が関わり参加し
やすい機会の拡充を図ります。 

〇「新しい参加の場」については、一律の枠組みを最初から決めるのではな
く、議題やテーマに応じて、その都度、弾力的に運用できる柔軟なしくみ
とします。 

〇より複雑化する地域課題に対応するため、「新しい参加の場」での対話に
よる相乗効果と区役所と局等相互の適切な調整により、地域コミュニテ
ィにおける支え合う関係づくりと市 創発型の課題解決を推進していき
ます。  

 
基本的な考え⽅ 

① 市⺠⾃治 充実 向  参加機会 拡充 
〇川崎市は、歴史的な経過から南北に細 い形であり、  が 150 万人を超え

る政令指定都市であるため各区の状況や地域の課題も様々です。１区あたり
20 万 前後の  を抱える 都市として、市  治の充実を図るため、より
多くの市 が区における行政に参加する機会を制度として保障し、有効に機
能させていくことが必要です。 

〇これまでの区 会議は、条例で設置された附属機関として委員 20 人以内、任
期２年など固定的な枠組みで、参加の機会が限られていました。こうした、こ
れまでの制度運用における課題を踏まえ、「新しい参加の場」では、今までの
参加者はもちろんのこと、参加のきっかけがなかった市 、無関 層など、よ
り多くの方の参加を得るため、様々な参加手法や実施方法の工夫により、参加
機会の拡充を図ります。 

○「新しい参加の場」をより良いしくみとするため、多様な手法にチャレンジし
ながら、試行の取組と継続的な意見聴取を推進します。 
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② 多様 市⺠意⾒ 聴取 可能   柔軟     
〇より複雑化する地域課題の解決に向けて、多様な市 意 を聴取するために、

実施形式や開催場所・時間などを工夫することにより、幅広い世代の方、地域
活動を積極的にしている人やしていない人、テーマに特別関心が強い人や、逆
に無関心な人など属性が異なる多くの人が参加できるよう取り組みます。 

〇また、より良い議論をするには、検討すべき課題がまず先にあり、その課題に
ふさわしいメンバー構成を検討し、対話の場を設定するという組立が望まれ
ます。 

〇「新しい参加の場」において、活発な意見交換や議論を促し、多様な意見を抽
出するため、議題やテーマに応じて、その都度、弾力的に運用できる柔軟なし
くみとします。 

 
③ 新たな価値を創出する市⺠創発 促 場 
〇近年、単身世帯の割合の増加や少子高齢化、住 同 の関係の希薄化など、暮

らしを取り巻く地域コミュニティの環境が変化し、より地域課題が多様化・複
雑化しています。 

〇「コミュニティ施策の考え方」では、目的がなくても誰もが気軽に集える「ま
ちのひろば」と、市 創発による課題解決を目的に社会変革を促す「ソーシャ
ルデザインセンター」と、「新しい参加の場」について、地域課題を解決する
役割を果たす「新たなしくみ」としています。 

〇地域課題の解決に向けては、地域の実情を把握し、その動きと連動する必要が
あります。地域包括ケアシステムの構築に向けた取組や防災、子育て等に関す
る取組を推進するため、支え合う関係づくりに取り組むとともに、「まちのひ
ろば」や「ソーシャルデザインセンター」と「新しい参加の場」が連携するこ
とで相乗効果を生み出し、市 創発型の課題解決の取組を推進します。 

〇「新しい参加の場」において、場の持ち方や実施形式、プログラム構成等を工
夫することにより、参加者の対話による市 創発を促し、それぞれの思いを共
有・共感させ、今まで考えもしなかった、思いもよらない解（新たな解）を導
きだすことを目指して取り組みます。 
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④ 組織間での調整機能 適切 運⽤等による課題解決の取組の底上げ 
〇「新しい参加の場」で意見交換・議論した結果は、地域課題の解決に向けた真

摯な意見交換の成果として尊重する必要があります。 
〇その成果を具体的な取組につなげる方向性については、大きく以下の３つに

分けられます。 
① 協働による解決を目指すもの8 
② 市・区の事業として市 参加による解決を 指すもの 
③ 主として地域における 主的な取組による市 創発型の解決を 指すもの 

〇行政以外との協働による解決や、主として地域における自主的な取組による
市 創発型の解決を目指すものについては、「新しい参加の場」の構成メンバ
ーのつながりや、「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」等との
有機的な連携などにより、課題解決の取組を検討・調整します。 

〇行政との協働による解決や、市・区の事業として解決を目指すものについては、
関係部署や既存会議等と連携を取りながら、区における総合行政の推進に関
する連絡・調整機能を適切に運用し、行政サービスの向上・課題解決の取組の
底上げを図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 

                                           
8協働による解決を目指すもの…市 活動団体や町内会・ 治会、ソーシャルビジネス事業者、企業、 学等の多様な
主体がそれぞれの特徴や役割を活かして、地域の課題や社会的課題を解決する協働の担い手として期待されていま
す。 

連携 新しい参加の場 

区における総合行政の推進に関する連絡・調整機能 
行政サービスの向上・課題解決課題解決の取組 

結果 

結果 
取組 

まちのひろば 
ソーシャルデザインセンター 
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第５章 「新しい参加の場」の基本的な枠組み 
 

 具体的な取組の方向性 
 「新しい参加の場」に関する具体的な取組については、前章「区における行政
への参加の基本的な考え方」に基づき、以下の方向性を基本として、試行実施に
向けて検討を進めていきます。 
 

① 若 世代や新しい⼈材の確保、ポストコロナ時代 ⾒据  取組の工夫 
・これまで地域で活動されてきた方の豊富な知識や豊かな経験は、地域に

とって貴重な財産となっています。一方で、地域活動の継続的な力を育
むには、若い世代や、働き盛りの世代の参加が不可欠となります。 

・多様な意見聴取や、新たな視点を取り入れるためにも、特に若い世代や
新たな人材の参加への配慮に加え、ポストコロナ時代を見据えて、新し
い生活様式を踏まえた参加の場の整備など、オンラインでの実施など
積極的なＩＣＴの活用、平日夜間や休日開催など開催手段・時期を工夫
して取り組みます。 

 
② 地域の実情を踏まえた議題・テーマの設定 

・「新しい参加の場」で意見交換する地域課題については、地域で生活し
ている市 の実感に基づく課題であることが大変重要です。一方で、
「区における行政への参加」という観点からは、行政計画や方針、各事
業へ市 意見を反映するため、市 参加による場の設定が必要なもの
もあります。 

・地域包括ケアシステムの構築に向けた取組や、日々の相談業務、協働事
業などで「区役所が把握している課題」及び、課題解決に向けて「地域
で活動している個人・団体等が把握している課題」であって、市 の参
加及び協働により課題解決に向けた取組を進める必要があるものを
「議題・テーマ」として行政が設定します。 

 
  
 
 
 
 
 議題・テーマ※ 

新しい参加の場 

・区 アンケート 
・区役所アンケートＢＯＸ 
・市 への 紙 など 

・地域包括ケアシステムネットワーク会議 
・地域教育会議 
・防災ネットワーク会議 など 

【行政設置の既存会議】 【広聴】 

地域包括ケアシステの構
築に向けた取組 

窓口等の日々 の業務 

まちのひろば 
ソーシャルデザインセンター 

地域で活動している個
人・団体等が把握して
いる課題 

※議題・テーマを選ぶために「新しい参加の場」を開催することも想定されます。 
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③ 場づくりのコーディネート機能 
 ・「新しい参加の場」は、今までの様に、意見集約や提言など一つの解を

目指す場ではなく、他者との意見交換や対話によって共感や思いの共有
によって、相手を認め、様々な意見があることを理解することで、多く
の意見を引き出すとともに、納得した解だけではなく、今まで考えもし
なかった、思いもよらない解（新たな解）を導きだすことを目指します。
そのため、意見が対立したり、異質で個性的な意見が出されたりする場
合であっても、それぞれの意見を排除することなく、意見交換の場をコ
ーディネートしていかなければなりません。 

 ・本市では、区役所のコーディネート機能の強化を図るため、行政職員の
ファシリテート能力の向上を目指した実践的な研修などに取り組んで
います。こうした取組だけでなく、必要に応じて第三者としての立場で
のファシリテーターを配置するなど、市 創発を促すため、場づくりの
コーディネートに取り組みます。 

 
 
 
 
 
④ 参加の場のプロセスデザイン 

・「新しい参加の場」について、地域課題の解決に向けて、企画・立案（課
題解決の方向性や具体的な手法を検討する場）、実践（具体的に行動す
る場）、評価・検証（行動を振り返り、次につなげる場）等のどの段階
に設定するかによって、意見交換した結果をどのように「反映」してい
くのかが異なります。 

・こうした参加の場のプロセスデザインを明確にするとともに、最終的に
は議論した結果を課題解決の取組までつなげることが大切となります。
単に課題に対する意見に止まらず、地域課題を「自分ごと化」して、自
分たちなら何ができるかという視点を持ちながら、具体的な解決方法
と担い手となる実施主体についても議論することが重要です。 

・行政が取り組むべき課題は市・区の事業として解決を目指し、地域で解
決できる課題は、「新しい参加の場」の枠を超えた新しい活動の創出や、
既存活動での解決など、課題解決を見据えた運用を目指します。 

 
 

Ａとい
う意見 

Ｂとい
う意見 

納得した解 
？ 

？ 

 新たな解 

共感 
・共有 自分 

ごと化 

思考 

活動 
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主体 創発 

試行 
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 開催に関するガイドライン 
開催形式等は、「１ 具体的な取組の方向性」を踏まえ、以下の内容を基本と

して、試行実施までに詳細について検討を進めていきます。 
「新しい参加の場」の開催、運営にあたっては、要綱等により運営事項を定めます。  

「新しい参加の場」及び参加者の位置付け 
〇暮らしやすい地域社会の実現のため、他の法令や制度に基づく参加機会が確

保されているものを除き、「区における行政への参加」として、参加と協働に
よる地域課題の解決を目的に、区役所が主体となって意見交換・議論する場を
創出します。 

〇「新しい参加の場」は条例で委員数や任期などを定める附属機関とはせず、議
題やテーマに応じて、弾力的に運用できる柔軟かつ、より多くの市 が参加で
きるしくみとします。 

〇参加者は附属機関の委員ではないため、委嘱等は行いません。 
 

開催単位 
〇「コミュニティ施策の考え方」における区域レベルの新たなしくみの一つとし

て、区で開催します。 
 

開催主体 
〇自治基本条例における区の役割に基づき、区役所が主催します。 
 

実施形式 例  
① ラウンド・ミーティング型（小規模） 
   既存会議の代表者や、ソーシャルデザインセンターの代表者などと、

少人数で区域の横断的なテーマで意見交換する。 
   テーマや対象者を絞らず、公募により幅広く意見交換する。  
   テーマ設定やターゲットを絞り、推薦や公募によって意見交換する。 
② ワークショップ型（中規模） 
   公募や無作為抽出の市 と、特定テーマで意 交換する。 
   公募や無作為抽出の市 と、区域の横断的なテーマで幅広く意 交

換する。 
③ レクチャーフォーラム・シンポジウム型（大規模） 
    専門家の話をきき、その後公募や無作為抽出の参加者と講師若しく 
      は参加者同士で話し合う。 
   壇上で代表者（２  ６ ）が話し合い、その後、公募や無作為 
      抽出の参加者と代表者若しくは、参加者同士で話し合う。 

￥ 
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④ 混合型 
  上記①から③を組み合わせて意見交換する。 

 
 
 
 
 

意⾒集約 提言等 
〇「新しい参加の場」は附属機関ではないため、合議し、区 等に対する報告、

答申、提言等は行いません。参加者から聴取した個別意見を意見交換の結果と
して、行政がそれぞれの意見を類型化するなど、開催記録として取りまとめます。 

 
区⺠会議        向けた取組であることの明示 

〇「新しい参加の場」は柔軟に実施することができ、会や集まりの名称等も自由
に決めることが可能ですが、区 会議のリニューアルに向けた取組であるこ
とを明示します（明示する文言、名称、方法等については試行実施までに検討）。 

 
構成メンバー（参加者）の選出・⼈数・任期 

〇「新しい参加の場」は議題やテーマに応じて、構成メンバーや人数などを設定
します。 

 
構成メンバー（参加者）の役職等 

〇運営にあたっては、会 等の役職は設けず、構成メンバーが対等な 場での意
見交換・対話する場とします。 

 
構成メンバー（参加者）への対価 

〇議題やテーマ等に応じて多様な手法で意見聴取、意見交換の場を設定し、より
多くの市 が参加できるようにするため、予算の影響によって開催回数や参
加人数等に制限がかからないよう構成メンバー（参加者）への対価（謝礼金）は
原則、支払いません。 

〇ただし、学識経験者などの有識者からの意見が必要な場合や、無作為抽出によ
り市 に参加を求める場合などは、必要に応じて、対価（謝礼金）を支払うこ
とができるものとします（詳細は今後検討）。 

 
 

＜ラウンド・ミーティング＞ ＜ワークショップ＞ ＜シンポジウム＞￥ 
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公開 
〇「新しい参加の場」は公開とし、ＩＣＴを積極的に活用し動画をインターネッ

トで配信するなど、開催時間にかかわらず傍聴できる工夫をします。 
 

開催記録 
〇記録を作成し、市（区）ホームページに掲載するほか、各区で閲覧できるよう

にします。 
 

実施結果の取扱い 
・「新しい参加の場」での結果は、ひとつとは限りません。それぞれの結果を、

市 と 政が、その役割と責任において、課題の解決に取り組む必要がありま
す。また、市として課題解決に取り組むことが難しい場合には、その理由を説
明し応答責任を果たす必要があります。 

・課題の解決においては、その取組を一から実施するものや、既にある取組や活
動を活かしながら進めるものもあることから、その取組の熟度に応じながら
実施内容を決める必要があります。 

 
【結果を具体的な取組につなげる方向性】 
（ア）協働による解決を目指すもの 
（イ）市・区の事業として市 参加による解決を 指すもの 
（ウ）主として地域における 主的な取組による市 創発型の解決を目指すもの 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

結 果 協働による解決を目指すもの 
市・区の事業として市 参加によって解決を 指すもの 
地域の 主的な取組による市 創発型の解決を 指すもの 

課題の解決 

好事例の共有 
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 今後の検討課題 
令和２（2020）年 11 月に「参加の考え方」検討の方向性について取りまとめ、

地域が抱えている課題への考え や、元区 会議委員の経験を踏まえた意見を
伺うため、同年 11 月下旬から 12 月にかけて、町内会・自治会への説明や、元
区 会議委員への説明会及びアンケートを実施しました。 
 その中でいただいた御意見等については、「参加の考え方」に一部を反映す
るとともに、今後の試行実施及び「新しい参加の場」の取組を推進する上での
検討課題とします。 
 
＜町内会・自治会への説明＞ 

名称 日付 場所 人数 
中原区町内会連絡協議会「役員会」 令和２年 11 月 19 日 中原区役所 22 人 
橘地区町会 会議 令和２年 11 月 26 日 橘出張所 36 人 
全町連役員会 令和２年 12 月 1 日 総合自治会館 19 人 
川崎区連合町内会理事会 令和２年 12 月 11 日 川崎区役所 13 人 
麻生区町会連合会理事会 令和２年 12 月 11 日 麻生区役所 20 人 
 津地区連合町内会町会 会議 令和２年 12 月 14 日 高津区役所 31 人 
多摩区町会連合会 役員会 令和２年 12 月 18 日 多摩区役所 13 人 
幸区町内会連合会 令和２年 12 月 21 日 幸区役所 22 人 

 
＜元区 会議委員への説明会＞ 

回数 日付 場所 人数 
第１回【宮前区】 令和２年 12 月 18 日 宮前区役所  9 人 

第２回【幸 区】 令和 2 年 12 月 21 日 幸区役所  4 人 

第３回【川崎区】 令和 2 年 12 月 21 日 川崎区役所 13 人 

第４回【麻生区】 令和 2 年 12 月 22 日 麻生区役所 11 人 

第５回【多摩区】 令和 2 年 12 月 22 日 多摩区役所 11 人 

第６回【高津区】 令和 2 年 12 月 23 日 高津区役所 8 人 

第７回【中原区】 令和 2 年 12 月 23 日 中原区役所 10 人 
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 主 意⾒ 質問等（元区⺠会議委員説明会      ）  
〇検討の方向性について 
・声なき声をどう取り込めるか。 
・南部と北部で課題が違う。区の特性に基づいて議論すべき。 
・誰が「新しい参加の場」に参加することになるのか。 
・物事を決める時には、ある程度期限を区切ることは必要。 
・意見をしたものが、結果としてどう反映されるのか。 
・誰が、どうコーディネートしていくのか。 
・予算はどうなるのか。予算がないと実行するにしてもできない。 
・住  治は、住 が主体でやっていくことが 切である。 
・住 との対話をもっとしてほしい。 
・もっと下からの声を拾い上げるべき。 
・若い人に参画してもらうために、オンラインを活用してはどうか。 
・若い人たちから、率直な意見を汲み上げて、参加を促進できるしくみを期待する。 
・内容がよくわからない。 
・議員はどのような扱いになるのか。 
・まち協との関係性の整理が必要。 
・まち協は、課題を持った人が参加していた。 
・それぞれの団体がクローズな状態である。 
・地ケアとのマッチングはどうなるのか。 
 
〇試行実施の枠組みについて 
・構成メンバーの選出にあたって、ステークホルダーをどう設定するか。 
・議題やテーマは誰が決めるのか。 
・事務局は誰が担うのか。市 が事務局に る必要があるのではないか。 
・行政が責任を持ってやるべき。 
 
〇ソーシャルデザインセンター（以下「ＳＤＣ」という。）について 
・ＳＤＣはどういうものか。誰がやるのか。 
・ＳＤＣとの有機的な連携とはどういうものか。  
・区 会議の課題をＳＤＣが拾い上げるのか。 
・ＳＤＣについて、予算が３年経ったら行政から補助金が出なくなるので、本

当にそれで、できるのか。 政もお は市 の税 なので、 政の予算を使
ってやっても良いと思う。 

・行政の予算が入ると制約される部分があるので、自力でやらないと自分でや
りたいことの理想は叶えられないと思う。 
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〇これまでの区 会議について 
・区 会議はあまり知られていない。 
・区 会議の良さを再認識した。きちんとやっていた 負がある。 
・附属機関でなくなることで、区の職員の関与はどうなるのか。 
・これまでの区 会議は形式的だったので、難しさがあった。ただし、 々な

人に出会えてよかった。 
・これまでの区 会議は委員構成に偏りや選出 法に違いがあった。 
・区 会議は提案ありきで進んでいった。 
・環境問題などの区で取り扱えないテーマなどは取り上げてもらえなかった。

区と局との連携が必要。 
・これまでの区 会議は、 政に何をやってもらいたいかということであった

が、将来的に自分の区がどうなったら良いかを話せると良いと思う。 
・提言されたことが、実践されていない。 
・予算の金額によって、開催回数が制限されたため、報酬はなしでよい。 
 
〇新型コロナウイルス関連について 
・コロナの影響など、社会環境が大きく変わろうとしている。いい方向に向か

えば。 
・コロナ禍で、ＩＴの能力の差が生まれている。 
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 今後の検討課題  

今後の検討課題について、次のとおり整理します。  
〇議題・テーマの具体的な設定⽅法 
・これまでの区 会議では、課題・テーマ設定が行政側の主導によることもあっ

た。地域課題を一番よく知っている地域の方の自主的な取組が大事であるこ
とを踏まえた議題・テーマ設定の具体的な方法を検討します。 

・また、議題・テーマには、地域の将来像や魅力など前向きに取り組むことがで
きるテーマ等の設定が可能な場としていくことも大切となります。 

 
〇構成メンバーの具体的な選出⽅法 
・議題・テーマに応じて、誰をどのように選ぶかなど、実施手法に応じて、議論

や意見交換を活性化させるための「構成メンバー」の具体的な選出方法を検討
します。 

 
〇運営への参加 
・事務局について、市  治の観点から、運営を行政のみが担うだけでなく、市

 も運営に参加という視点も検討します。 
 
〇具体的な課題解決に向けた調整フロー 
・区と局で連携が必要な区域の課題について、局区間の連絡・調整機能を適切に

運用するため、具体的な調整フローの見直しを検討します。 
 
〇「まちのひろば」や「ソーシャルデザインセンター」との具体的な連携⽅法 
・議題・テーマの設定方法や、地域の 主的な取組による市 創発型の解決を 

指すものなど、各区の「ソーシャルデザインセンター」の進捗状況を踏まえて、
具体的な連携方法を検討します。 
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第６章 今後のスケジュール 
 
 今後は、第４章を踏まえ、第５章で示した 「新しい参加の場」の基本的な
枠組みに基づき取組を進めていきます。 
 今後のスケジュールについては、令和３（2021）年度中に「新しい参加の
場」の試行実施を開始し、約２年間の試行期間を設けます。令和５（2023）年
度に試行実施と併せて検証作業を行い、令和６（2024）年度の本格実施を目指
して取組を進めます。 
 各区における試行実施の間も、「新しい参加の場」の枠組み等について継続
的に意見聴取を行います。また、本格実施後も柔軟なしくみとして、課題や成
果を踏まえて、より良い「参加の場」となるよう常に試行錯誤し、改善を図り
ます。 
 
＜スケジュール（想定）＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和６年度 
（2024） 

 本格実施  

令和５年度  
（2023） 

試行実施 
検証作業 

令和４年度 
（2022） 

 試行実施 

令和３年度 
（2021） 

 試行実施開始 
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資料 
 

 策定経過 
○令和元（2019）年度       
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 川崎市コミュニティ施策検討有識者会議 
 ○平成 30（2018）年度第４回川崎市      施策検討有識者会議資料 
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 ○令和元（2019）年度第２回川崎市      施策検討有識者会議資料 
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 ○令和元（2019）年度第４回川崎市      施策検討有識者会議資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 

45 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 

46 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 

47 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 



資料 

48 

 「区における⾏政への参加の考え方」検討の方向性について 
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 元区⺠会議委員へのアンケート 
（令和２（2020）年 12月） 

 ○ 区    ⾏政  参加 考 ⽅ 検討 ⽅向性     「アンケート結果」 
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区    ⾏政  参加 考 ⽅ 
 

 区 会議のリニューアルに向けて  
 
 

令和３（2021）年５⽉ 
 
 

■お問合せ 
市  化局コミュニティ推進部区政推進課 
℡：044-200-2459 Fax：044-200-3800 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


